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実績報告書
項目 取り組み 委員からの意見 回答、対応 課名

全体 ―

第４章施策の展開の取組みの中に、「評価、評
価理由、現状分析、課題、令和６年度の取組内
容」に「該当なし」と記載されている項目があ
るが、「該当なし」とした理由はなにか。

手当の支給事業のように、国等の制度に沿っ
て義務的に実施するものについては、個別評
価を行わないこととしているため、「該当なし」
と記載しています。

こども政策課

全体 ―

第４章施策の展開の取組みの中に、評価、評
価理由、現状分析、課題、令和６年度の取組内
容に「該当なし」と記載されている項目につい
て、別紙にまとめてはどうか。

実績報告書は計画書の各取組みに対応して
まとめており、計画書の記載順に、事業内容と
実績を確認いただく構成としているため、この
ままの形式とさせていただきたいと考えます。

こども政策課

第４章
1-1-5

学習支援事業駒来塾

評価理由に「多くの新規入塾生の加入があっ
た。」との記載があるが、具体的に「前年度に
比べて何割増加した」という具体的な数字を
出してはどうか。

評価理由を修正しました。 こども政策課

第４章
1-1-5

学習支援事業駒来塾
企業から駒来塾に寄附があったが、これは外
部からの評価を受けたという評価にならない
でしょうか。

寄附を受けたのは令和６年度のため、令和６
年度の評価に向けて検討させていただきます。

こども政策課

第４章
1-1-5

学習支援事業駒来塾
駒来塾の最後にアンケートを提出してもらう
が、アンケート内容を工夫することで数値によ
る評価ができるようになるのではないか。

本事業に対するご意見として参考にさせてい
ただきます。

こども政策課

小牧市こども・子育て会議での意見
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実績報告書
項目 取り組み 委員からの意見 回答、対応 課名

小牧市こども・子育て会議での意見

第４章
1-3-2

各中学校区青少年健全育
成会活動の活性化

評価理由に「コロナ禍以前と同規模の活動を
実施することができた。」とあるが、評価理由に
「コロナ」という言葉を使うのではなく、「活動
として何を展開できたか」という評価をしたほ
うが良いのではないか。

評価理由を修正しました。
また、同様の評価理由等となっていた「幼稚
園・保育園・認定こども園の地域活動（1-2-
6）」、「園庭開放（1-2-7）」、「小中学校との
連携の推進（3-2-6）」についても修正しまし
た。

こども政策課
幼児教育・保育課

第４章
1-3-5

通学路パトロールボラン
ティアによる見守り活動

評価理由に「学校ごとの登録者数が減少して
いるため」とあるが、パトロールボランティアの
減少が多い学校区はどこか。

令和５年度は、市内１６小学校で前年度比３１
名減の計６２８名となりました。
減少数が多い順に、味岡小１１名減の６６名、
次に３校がいずれも５名減となりました。その結
果、三ツ渕小が４５名、陶小が１４名、大城小が
４４名となりました。
参考までに、増加数が多い順では、篠岡小が
５名増で４５名、小牧原小が３名増で６９名、一
色小が２名増の３２名となっております。

学校教育課

第４章
1-3-5

通学路パトロールボラン
ティアによる見守り活動

パトロールボランティアの募集方法について、
学校から募集案内をしている学校はどの程度
あるのか。

市教育委員会で一括してボランティア保険に
加入する関係もあり、市教育委員会は毎年度
末に翌年度分の登録を受付けます。それに先
立って全校で募集しています。脱退や追加も随
時受け付けています。

学校教育課

第４章
1-3-5

通学路パトロールボラン
ティアによる見守り活動

評価について、令和４年度の評価は「2」、令和
５年度の評価も「2」であり、令和6年度も評価
は「2」、となる気がする。、令和6年度は評価を
3に上げるような方策を実施してください。

努力はしているものの、特効薬がないのが現
状ですが、引き続き努力します。

学校教育課
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実績報告書
項目 取り組み 委員からの意見 回答、対応 課名

小牧市こども・子育て会議での意見

第４章
1-3-5

通学路パトロールボラン
ティアによる見守り活動

今年度から学校の先生の勤務時間を遅らせる
関係で、パトロールの方が校舎に入って見守り
活動をしている学校がある。そういった活動を
調査をすることで、見守り活動の評価につなが
るのではないか。

本事業に対するご意見として参考にさせてい
ただきます。

学校教育課

第４章
1-3-5

通学路パトロールボラン
ティアによる見守り活動

地域協議会の防犯部会と連携し、防犯部会に
参加している方に通学路パトロールボランティ
アによる見守り活動への参加の声をかけをす
ることでボランティアへの参加者が増えるので
はないか。

学校を通じての募集とはなりますが、ＰＴＡ・学
校運営協議会・地域協議会等、学校と連携す
るさまざまな場を活用し、声かけをしていきま
す。

学校教育課

第４章
1-3-5

通学路パトロールボラン
ティアによる見守り活動

通学路パトロールボランティアへの参加は敷
居が高く、参加者が集まりにくいと感じる。市に
登録した方が、腕章などをつけて、散歩をしな
がら、ゴミ拾いをしながら見守り活動をする、な
がら見守りを取り入れてはどうか。

現在、学校教育課から通学路パトロールボラ
ンティアの方へ帽子と腕章をお渡ししておりま
す。見守り方法については、統一はしておらず、
ボランティアの方の可能な方法でお願いをして
おります。

学校教育課

第４章
1-3-8

いじめ・不登校対策事業
令和６年度の取り組み内容の欄に「相談窓口
を整理し、その周知を行う」と、ありますが、具
体的な取り組み内容を教えていただきたい。

今年度の取組内容ですので、具体的にはこれ
から内部で議論して詰めていきます。

学校教育課

第４章
1-3-8

いじめ・不登校対策事業

市内全校で学校と民生委員・児童委員で懇
談会を行い、いじめや不登校の状況の民生委
員、児童委員への共有や情報交換を行っては
どうか。

いじめ・不登校の問題については、個人情報
保護の観点や、大変デリケートな問題であるこ
とから、ケースバイケースで、民生委員さん、児
童委員さんにご協力をお願いすることもあると
思いますので、その際はご相談させていただき
ます。

学校教育課
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実績報告書
項目 取り組み 委員からの意見 回答、対応 課名

小牧市こども・子育て会議での意見

第４章
1-3-8

いじめ・不登校対策事業

評価について、令和４年度の評価は「2」、令和
５年度の評価も「2」であり、令和6年度も評価
は「2」、となる気がする。、令和6年度は評価を
3に上げるような方策を実施してください。

努力はしているものの、特効薬がないのが現
状ですが、引き続き努力します。

学校教育課

第４章
1-3-8

いじめ・不登校対策事業

学校から児童に配布されているiPadを活用し
て、欠席時でも顔が見える関係を作り、欠席が
続いた際に早期対応できるような取り組みを
してはどうか。

不登校・不登校傾向の児童生徒とつながる手
だての一つとしてタブレットの活用を進めてお
ります。今後も早期対応に努めます。

学校教育課

第４章
1-3-8

いじめ・不登校対策事業
学校に行くことはできるが、教室に入ることが
できない児童に対して、空き教室を活用しては
どうか。

空き教室の状況は学校によって異なりますが、
校内サポートルームの整備を学校の実状に合
わせて、順次進めていきたいと考えます。

学校教育課

第４章
3-2-3

教育・保育の質の向上
内容欄に記載のある事項ついて、項目ごとに
分割したほうがわかりやすいのではないか。

本事業に対するご意見として検討させていた
だきます。

幼児教育・保育課

第４章
3-2-6

小中学校との連携の推進

前年度実績28人が令和5年度は60人となっ
ており、参加人数はかなり増えており、人数で
見れば評価に値すると思う。謙虚に「3」の評
価にしたと思うが、一生懸命取り組んでいるの
に評価に反映されないのはもったいないので
はないか。

来年度は参加人数だけでなく、取り組み内容
も踏まえて評価を上げていきたいと考えていま
す。

幼児教育・保育課
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実績報告書
項目 取り組み 委員からの意見 回答、対応 課名

小牧市こども・子育て会議での意見

第４章
3-2-6

小中学校との連携の推進

評価理由に「コロナ」という言葉を使うのでは
なく、「活動として何を展開できたか」という評
価をするよう訂正をしたとのことでしたが、ここ
にも同じような表現があるので、直すなら全部
直せば良いのではないか。

評価理由を修正しました。 幼児教育・保育課

該当なし ―

学校への登校時間が遅くなったことで、働いて
いる保護者が就業時間通り職場へ行けなく
なってしまった、児童を一人で家において家を
出ないといけなくなったなどの状況がある。大
阪では早く登校した児童を体育館で受け入れ
る取り組みをしていることを知った。働く保護者
の困りごとについての対策を考えてほしい。

現在、試験的に数校において運動場での受け
入れを行っています。今後の取組については現
在の取組の成果と課題を検討して決定してい
く予定です。

学校教育課

該当なし ―
外国人のこどもや家庭に対する支援は子ども・
子育て支援事業計画のどこに記載されている
か。

子ども・子育て支援事業計画は国籍を問わな
いすべてのこどもを対象とした計画となってい
ます。外国籍の方に向けての計画は多文化共
生推進プランというものを作成しており、その
中で外国籍の方への支援等を記載していま
す。

こども政策課
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第４章　施策の展開

※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小
基
本
目
標

施
策

N
O

取組み 内容 令和５年度実績
評
価
※

評価理由 現状分析、課題 令和６年度の取組内容
委員か

らの
意見

担当課

1 1 1
「夢の教室」開催事
業

「夢先生」となったスポーツ選手などが
学校の教壇に立ち、夢や目標を持つこと
の素晴らしさ、夢や目標に向かって努力
することの大切さ、フェアプレーや助け合
いの精神を育みます。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大
防止の観点から、実施を見送っていた学
年も含め、５・６年生が対面方式で実施
できた。

3 計画通り実施できたため。

児童が自分のよさや将来
について考えるよい機会と
なっている。各校における
キャリア教育とどのように
結びつけるかが課題であ
る。

５年生に対面形式で実施
する。

ー 学校教育課

1 1 2
市内産業見学会開
催事業

子どもたちに市内の特色ある企業や産
業を知ってもらうことで、小牧市の特色
を知り、地元への愛着を形成するととも
に、将来の夢を育むきっかけづくりを行
います。

株式会社中部共同印刷・ダイキ精工株
式会社での企業見学、消防署・市民病
院で職業体験を行った。
見学会の参加者は12名（定員15名）、
職業体験の参加者は消防署15名（定
員10名）・市民病院19名（定員15
名）。
（前年度実績：見学会参加者13名（定
員15名）、職業体験参加者消防署5名・
郵便局7名（定員各10名））

3

職業体験では、前年度と
比較し、より多くの方の参
加があったため。
以前好評であった市民病
院の体験を実施すること
ができた。

こども達の将来の夢を育
むきっかけづくりとなるよ
う、新たな受入れ先の企業
を検討する必要がある。

市内産業見学会を１日（２
カ所）及び職業体験会を
２カ所で実施する。

ー こども政策課

1 1 3
夢にチャレンジ助成
金支給事業

子どもが自分の夢をカタチにする仕組み
をつくり、子どもの夢の実現を応援する
ため、市内在住、在学の満15歳以上満
25歳以下の高校生、大学生、社会人等
を対象に助成金を支給します。また、将
来助成金を利用してもらう契機とするた
め、中学生が自分の夢を自ら考え、その
夢を発表する夢にチャレンジ発表会を開
催します。

1件を交付決定し助成した。また、将来
助成金を活用してもらう契機とするた
め、中学生を対象に夢にチャレンジ発表
会を開催し、2名が夢を発表した。
（前年度実績：助成金交付決定1件。夢
にチャレンジ発表会1名）

2 実績が少なかったため。
多くの方に助成金を活用
してもらえるよう、より一層
の周知等が必要である。

継続的に応募があるよう、
活動内容や制度について
広報、ホームページでの周
知に加え、SNSを活用す
る。
引き続き夢にチャレンジ発
表会を開催し、中学生が
自らの夢を発表する場を
提供する。

ー こども政策課

1 1 4 児童館の英語事業

児童館で子どもたちが英語に親しむプ
ログラムに参加することにより、創造性、
豊かな心、意思決定力など将来の可能
性を広げる力を自然に身につけられる
きっかけづくりを行います。

児童館で子どもたちが英語に親しむプ
ログラムに参加することにより、創造性、
豊かな心、意思決定力など将来の可能
性を広げる力を自然に身につけられる
きっかけづくりを行った。

3

未就学児・幼児・小学生
親子を対象にこまきこども
未来館及び全児童館（計
8館）で開催し、利用者の
ニーズに沿った運営を行
うことで、利用者にも好評
を得た。

特になし
例年通り進めていく。
利用者からの新たな要望
があれば対応していく。

ー
多世代交流プ
ラザ

6



第４章　施策の展開

※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小
基
本
目
標

施
策

N
O

取組み 内容 令和５年度実績
評
価
※

評価理由 現状分析、課題 令和６年度の取組内容
委員か

らの
意見

担当課

1 1 5
学習支援事業駒来
塾

経済的理由により学習塾に通えない、家
庭環境により家で学習する機会がない
など、学習意欲があっても学力の定着が
進んでいない中学生を対象に教員ＯＢ
や教員を志望する大学生など地域の協
力を得て、一定レベルの学力が定着で
きるように学習支援活動を行います。

年間46回、市内4教室で実施し、合わ
せて100名の参加があった。
令和5年度は定員に余裕があったため、
より多くの方に参加してもらうよう4月募
集に加え、夏休み終了後に追加募集を
行い、20名の追加入塾があった。
（前年度比：135.1％、前年度実績：参
加者74名）

4

夏休み期間中の追加募集
にあわせて見学会を実施
したこともあり、前年度より
３割増の生徒が入塾した。
また、生徒及び保護者アン
ケートでは、勉強する時間
が増えた生徒は７７％、学
習の定着・向上に繋がって
いると思う保護者は７８％
であった。

生徒数に対し、学習支援
員とサポーターの登録数
が減っているため、支援員
とサポーターの確保が課
題である。

新規生徒は、4月に募集し
6月に入塾できるよう調整
を行い、定員に余裕があ
れば追加募集を行う。
引き続き、学習支援員等
の確保に努める。
参加生徒が多くなった場
合、新たな会場や曜日を
検討していく。

あり こども政策課

1 2 1
地域子育て支援拠
点事業

親子の孤立化を防ぎ、地域との関わり合
いの中で不安感を緩和しながら子育て
ができるよう支援します。子育て支援の
拠点として、妊娠期から子育て期までの
包括的なサポートを行う子育て世代包
括支援センターや、児童館の子育て支
援室において、親子が気軽に集い、交流
できる場・機会を提供します。

令和5年度利用者数：子育て世代包括
支援センター26,942人
小牧児童館：18,134人
大城児童館：6,927人
味岡児童館：7,098人
西部児童館：8,328人
北里児童館：7,980人
小牧南児童館：18,162人
篠岡児童館：5,670人

（前年度実績）
令和4年度利用者数：子育て世代包括
支援センター18,088人
小牧児童館：１5,213人
大城児童館：6,896人
味岡児童館：4,289人
西部児童館：7,912人
北里児童館：7,962人
小牧南児童館：16,406人
篠岡児童館：3,608人

3

親子で子育て世代包括支
援センターや最寄りの児
童館の支援室に親子で利
用し、支援員と関わる中
で、こどもの発達相談や親
同士で交流したり、居心地
よく過ごせる場を提供した
ことで、リピーターが増え、
支援室の利用が増えた。

今後も親子が孤立しない
ように、支援員が保護者に
寄り添いながら関わってい
く。また、保護者同志が交
流し、支え合い、地域との
交流の場を作る必要があ
る。

近年、発達に関する相談
が増えており、発達が気に
なる保護者に向けての交
流講座を開催するなど、同
じ思いを持つ保護者同士
の交流の場について検討
する。

ー

子育て世代包
括支援セン
ター、多世代
交流プラザ

1 2 2 児童館事業

児童館で行う各種イベント、講座の充実
を図るとともに、それらの行事を活用する
などして子どもを中心とした地域住民交
流の拠点とします。また、子どもたちには
居心地のよい場を提供し、地域の大人
が子どもを見守る仕組みをつくります。

５月に新型コロナウイルス感染症が「５
類」に移行となり、一定の感染対策は継
続しつつも、各児童館大きな制限もなく、
順調に行事を実施できた。また、子育て
中の父母支援や児童の日常拠点として
の役割を務めた。

3

一定の感染対策を継続し
つつも、通常通りの頻度で
開催できた。また、子ども
達の意見を聞き工夫を凝
らしながら、遊びを提供で
きた。

児童の日常の拠点として、
安心して利用できる環境
を維持しつつ、工夫を凝ら
しながら遊びを提供してい
く。

コロナ禍以前の取組に向
け事業を進めていく。

ー
多世代交流プ
ラザ
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第４章　施策の展開

※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小
基
本
目
標

施
策

N
O

取組み 内容 令和５年度実績
評
価
※

評価理由 現状分析、課題 令和６年度の取組内容
委員か

らの
意見

担当課

1 2 3
こまきこども未来館
の運営

こまきこども未来館は、学校や家庭では
体験できない講座など、子ども達にこれ
からの未来を力強く生き抜く力を育てる
豊かな「学び」を提供する、本市の中央
児童館としての充実を図ります。

５月に新型コロナウイルス感染症が「５
類」に移行となり、一定の感染対策は継
続しつつも、児童の日常拠点としての役
割を務めた。
R5年度来館者数：約313千人
（前年度比：117%、前年度実績：約
267千人）

3

一定の感染対策を継続し
つつ安全を確保しながら、
より多くの児童が活動しや
すいレイアウトへの変更
や、新たな遊びを提供する
など、遊び・体験の提供に
取り組めた。

児童の日常の拠点として、
安心して利用できる環境
を維持しつつ、工夫を凝ら
しながら遊びを提供してい
く。

安心して利用できる環境
を維持しつつ、イベント等
に積極的に取り組んでい
く。

ー
多世代交流プ
ラザ

1 2 4 父母クラブの育成

児童館等を拠点として、子どもが地域で
健全に育つためのボランティア活動を実
施している父母クラブを育成・支援しま
す。

児童館を拠点として、子どもが地域で健
全に育つためのボランティア活動を実施
している父母クラブの育成・支援を行っ
た。

3

各児童館で活動する父母
クラブに対し、子育てに関
する知識の習得や仲間づ
くりなどの手助けを行っ
た。

特になし 例年通り進めていく。 ー
多世代交流プ
ラザ

新型コロナウイルス感染症をきっかけに
活動の縮小、休止など、子ども会の在り
方が変化する中、57団体に対し支援を
行った。

3

少しづつ、コロナ禍以前に
戻りつつある団体の活動
に対し、支援を行い好評を
得た。

子ども会活動の活性化に
向け、支援を継続する。

支援策を積極的に活用い
ただけるよう、工夫をして
いく。

ー
多世代交流プ
ラザ

地域協議会が実施するこどもを対象とし
た交流や見守り等の活動に対し、交付
金の交付や地域パートナーの派遣など
により支援を行った。
実績：18事業
（前年度比：105%、前年度実績17事
業）

3
計画に基づき、多くの事業
を行うことができた。

地域の現状に即した支援
を行っていく中で、こどもを
含む地域活動全体の底上
げを図っていく。

地域協議会代表者会議な
どにおいて、各協議会の取
組について情報共有を図
り横展開の機会を設ける
ことで、活動の活性化に向
けた支援に努める。

ー
支え合い協働
推進課

1 2 6
幼稚園・保育園・認
定こども園の地域
活動事業

老人福祉施設訪問や行事を通した異世
代交流を行うなど、地域住民との交流を
図り、開かれた幼稚園・保育園・認定こ
ども園を目指します。

各園において世代間交流事業、地域交
流事業等を実施した。主な活動は、七夕
会、運動会、人形劇等鑑賞など
【保育事業：保育園】
開催回数：77回
（前年度比：95.1%、前年度実績：81
回）

【教育事業：幼稚園、認定こども園】
開催回数：28回
（前年度比：87.5％、前年度実績：32
回）

3

令和4年度と比べると開
催回数は減っているもの
の、卒園児の1年生や祖
父母を招待し、交流を深
めるなど、例年どおり実施
することができた。

新型コロナウイルスなどの
感染症が局所的に流行し
た時期や雨天の際は中止
となった事業もあったが、
おおむね例年どおり実施
することができた。

保育所保育指針や幼稚園
教育要領等にも地域活動
の重要性が示されている
ことから、引き続き、各園の
定例的な取組として継続
していく。

ー
幼児教育・保
育課

1 2 5 地域活動の支援
地域協議会、地域の子ども会の活動を
支援します。
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第４章　施策の展開

※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小
基
本
目
標

施
策

N
O

取組み 内容 令和５年度実績
評
価
※

評価理由 現状分析、課題 令和６年度の取組内容
委員か

らの
意見

担当課

1 2 7 園庭開放

幼稚園・保育園・認定こども園の園庭を
開放し、入園前の子どもたちが同じくら
いの年齢の友達と遊んだり、保護者同
士で情報交換したり、子育ての悩みを相
談できる場を提供することにより、地域
の子育て家庭に対する育児支援を行い
ます。

地域の未就園児親子に遊び及び交流
の場として園を開放し、同時に育児相談
等の支援を実施した。
【保育事業：保育園】
延べ参加者数：1,053人
（前年度比：76.5%、前年度実績：
1,376人）

【教育事業：幼稚園、認定こども園】
延べ参加者数：2,487人
（前年度比：123.3％、前年度実績：
2,017人）

3

保育園においては、令和4
年度より参加者数は減っ
たものの、幼稚園において
は新型コロナウイルス感染
症が落ち着き、令和4年度
を上回る参加者数となっ
た。

保育園においては、令和5
年度より園内見学を再開
したことで園庭開放の参
加者数は減少した。

保育所保育指針や幼稚園
教育要領等にも子育て支
援の重要性が示されてい
ることから、引き続き、各園
の定例的な取組として継
続していく。

ー
幼児教育・保
育課

1 2 8 地域３あい事業

心豊かでたくましい子どもを社会全体
で育むため、地区の会館を利用して地
域の大人と子どもが交流する事業を実
施します。

市内53区が事業を行い、全活動数519
件のうち、348件の活動に14,835人の
こどもが参加した。
（前年度比：186%、前年度実績：
7949人参加）

3

令和4年度は244件の活
動に7,949人の子どもが
参加し、令和5年度は活動
数348件、活動人数
14,835人と増加に転じ
たものの、コロナ禍以前と
比較した場合、まだ参加者
数などは少ない状況であ
るため見込並とした。

新型コロナウイルス感染
症が５類感染症に変更さ
れたことから、こどもが多
数参加する行事が行われ
たことにより、こどもの参加
者数が増加した。しかしな
がら、少子化、担い手不足
などの理由により地域の
事業は減っていくことが想
定され、そのような状況の
中で、どのようにしてコロ
ナ禍前の件数、参加者数
に戻していけるかが課題
である。

令和５年度までは、6回以
上9回未満の活動に対し
て補助金額を一律10万
円としていたが、令和6年
度からは活動回数×2万
円の補助額とし、団体活
動の活性化を図っている。
（上限額は昨年度同様20
万円）

ー
文化・スポー
ツ課

1 2 9
学校地域コーディ
ネーター派遣事業

各学校への学校地域コーディネーター
の派遣により、学校支援ボランティアの
活動支援、児童・生徒の地域活動への
参加を促進することで、家庭・学校・地域
の連携を促進します。

16小学校に26名、9中学校に15名の
コーディネーターを配置し、学校支援ボ
ランティアの活動支援、児童・生徒の地
域活動への参加を促進した。

3
例年と同程度の人数を派
遣し、地域活動を支援し
た。

学校によっては、同じ方が
長期にわたり活動をされ
ており、後継者不足が懸
念されている。

今後も学校と地域を繋ぐ
活動を継続して実施して
いく。

ー こども政策課

1 2 10 赤ちゃんの駅事業

子育て家庭の保護者が安心して外出で
きるよう、授乳やおむつ替えのできる設
備を提供できる施設の増加を目指しま
す。

公共施設28施設、民間施設25施設で
提供を行っている。
（前年度実績：公共施設28施設、民間
施設23施設）

3

民間登録施設の増加に向
け、個別に登録依頼を実
施し、登録施設の情報更
新を行った。

令和5年度は民間施設2
カ所が新たに赤ちゃんの
駅として登録された。
民間施設の登録増加を図
るためには、市からの積極
的な登録依頼が必要。

引き続き、新規登録施設
が増えるよう民間事業者
に対し、事業の主旨を説
明したうえで個別に登録
依頼を実施する。

ー こども政策課

9



第４章　施策の展開

※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小
基
本
目
標

施
策

N
O

取組み 内容 令和５年度実績
評
価
※

評価理由 現状分析、課題 令和６年度の取組内容
委員か

らの
意見

担当課

1 2 11
こども家庭センター
機能の整備

児童福祉法等の一部改正に伴い、児童
及び妊産婦の福祉に関する包括的な支
援を行うため、関係機関との連絡調整、
必要となる支援体制の整備を図ります。

児童福祉と母子保健の双方を一体的に
支援するため、令和5年度から配置した
統括支援員（保健師）が中心となり、児
童虐待や家庭児童相談などの機能を持
つ「子ども家庭総合支援拠点」と妊娠、
出産、子育てに関する様々な相談や必要
な支援などの機能を持つ「子育て世代
包括支援センター」に配置している専門
資格を持つ職員を適切に連携・協力さ
せ、一体的な支援ができる体制を整備
し、こども家庭センターとして運営をし
た。

3

国が求める「こども家庭セ
ンター」として、児童及び
妊産婦の福祉に関する包
括的な支援を実施するた
め、統括支援員が中心と
なり、社会福祉士、保健
師、助産師、保育士などの
資格を持った専門職が連
携・協力し合う体制整備に
努めた。

複数の関係機関が連携し
ながら、支援を行うケース
が増加している。今後も包
括的な支援ができる体制
の整備に努めていく。

国のガイドラインに沿って、
関係機関との連絡調整、
必要となる支援体制の整
備を図っていく。

ー
子育て世代包
括支援セン
ター

1 3 1 少年センター事業

青少年と保護者の悩み事相談、少年セ
ンター補導員による街頭パトロールなど
を実施し、青少年の健全育成を推進しま
す。

電話、Eメール、カウンセラーとの面談
等、青少年に関する相談活動を行った。
実績：132件
（前年度比：77.6％、前年度実績：170
件）
また、少年センター補導員、PTA、学校
等が協力してパトロールを行い、青少年
の非行防止を図った。
街頭補導巡回数：203回
（前年度比：66.8％、前年度実績：304
回）
補導従事者数：836人
(前年度比：88.7%、前年度実績：943
人）

3
相談件数、補導巡回数は
減少したものの、一定の抑
止効果は見込まれるため。

市内全体よりも駅周辺の
施設からの通報が多いた
め、街頭補導巡回とは別
に１日数回、定期的に少
年センター職員が巡回し
ている。

今後も引き続き少年セン
ターへの電話相談・カウン
セラーによる相談を実施す
る。また、補導活動により、
一定の抑止効果は見込ま
れるため、引き続き非行防
止に努める。

ー こども政策課

1 3 2
各中学校区青少年
健全育成会活動の
活性化

青少年の非行・被害防止や、地域ぐるみ
の青少年の健全育成を図るための活動
を支援します。

小・中学校との地域のふれあい活動や
地域活動への小・中学生の参加を推奨
し、6月と10月には「笑顔でさきがけあ
いさつ運動」を実施し、安全安心な街づ
くりに寄与した。

3

各中学校区において、あ
いさつ運動や啓発活動、
地域連携活動等、地域・
学校と協力した青少年の
健全育成活動に積極的に
取り組んだ。

「少年の生活意識と行動」
の実態調査によると、声を
かけてくれる人がいると感
じている子どもの割合
（R4：91％、R5：89％）
は、例年、高い割合を示し
ている。青少年を地域で
見守り健全に成長できる
よう継続して様々な市民運
動を展開していくことが必
要。

引き続き各学校・地域で
の取り組みを推進してい
く。

あり こども政策課
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第４章　施策の展開

※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小
基
本
目
標

施
策

N
O

取組み 内容 令和５年度実績
評
価
※

評価理由 現状分析、課題 令和６年度の取組内容
委員か

らの
意見

担当課

1 3 3
幼児期家庭教育学
級・家庭教育推進
事業

幼稚園・保育園・認定こども園・小中学
校において、家庭教育の大切さを学習し
たり、親子がふれあい、絆を深める機会
を提供することにより、地域ぐるみの子育
てを支援します。

市内小中学校25校、幼稚園・保育園・
認定こども園の20学級が事業を実施し
た。家庭教育講演会については、事業見
直しにより令和5年度を最終実施とし
た。

3 計画通り実施できたため。

可能な限り各保育園・幼
稚園・認定こども園及び
各小中学校PTAと連携を
図り、活動に取り組んだ。

例年どおり事業を実施す
る。

ー 学校教育課

主任児童委員研修会を実施。子育て世
代包括支援センターが主催で今年度開
催した「ヤングケアラー理解促進セミ
ナー」「施設職員向け児童虐待防止研
修」の２つの動画をオンラインで視聴し
た。

3

令和5年度は児童委員・
主任児童委員の活動の充
実を図るため、オンライン
での研修会を開催した。

地域の見守りを継続して、
お願いしている。今後も児
童委員からも心配な家庭
についての情報提供をい
ただき、相互に連携を図っ
ていく必要がある。

主任児童委員の研修会に
おいて、ヤングケアラーに
関する内容の研修会を実
施予定である。

ー
子育て世代包
括支援セン
ター

主任児童部会を開催し、小牧市地区の
主任児童委員が一堂に会し、児童委員
として支援の在り方等について、情報共
有する機会を設けた。また、各地区民協
において、児童の不登校に関する研修
会を実施した。

3

研修の内容や規模等を考
慮して、対面とオンラインを
使い分けることにより、より
多くの児童委員に対して
研修を実施することができ
た。

児童に対する支援施策等
の情報提供を適切に行
い、活動の充実に向けた
働きかけを行っていく必要
がある。

引き続き児童支援に関す
る情報提供や、研修の開
催を通じて活動をサポート
する。

ー 福祉総務課

1 3 5
通学路パトロール
ボランティアによる
見守り活動

学校の登下校時刻を中心に、通学路の
危険箇所等をパトロールし、子どもたち
の安全を守ります。

市内小学校16校において、総勢628名
のパトロールボランティアが見守り活動
を行った。
（前年度比：95%、前年度実績：659
名）

2
学校ごとの登録者数が減
少しているため。

パトロールボランティア登
録者数の地域間格差が大
きい。

学校を通してパトロールボ
ランティア活動を地域に啓
蒙し、年間を通じてボラン
ティア募集を行う。
児童の登下校時刻を中心
に、通学路のパトロールと
児童の見守り活動を行う。

あり 学校教育課

1 3 6
こども110番の家
の設置

子どもが身の危険を感じたときに助けを
求めて駆け込める「こども110番の家」
の設置を推進します。

警察委嘱165軒、教育委員会委嘱223
軒、合計388軒のこども110番の家が
設置されている。
スギホールディングス㈱と協定を結び市
内スギ薬局5店舗を追加設置した。
（前年度比：101%、前年度実績：383
軒）

4

スギ薬局５店舗を追加設
置できた。なお、現在の委
嘱は令和4年度から令和
6年度末までとなってい
る。

一部地域の設置数が少な
い。

令和7年度からの新規委
嘱に向け、学校を通じて
110番の家設置の重要性
を地域に発信する。

ー 学校教育課

1 3 7 緊急メールの配信
保護者あてに不審者情報や自然災害情
報などの緊急メール配信を行います。

市内全小中学校25校において保護者
連絡アプリを活用し、緊急時のメール配
信を実施している。

3
各学校より必要に応じて
配信。

特になし 例年どおり実施する ー 学校教育課

1 3 4
児童委員・主任児
童委員活動の充実

子どもや子育てに関する研修に参加す
る機会を設けたり、地域に密着した子ど
もや子育て家庭の見守りなど、関係機関
と連携しながら、児童委員・主任児童委
員の活動の充実を図ります。
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意見

担当課

1 3 8
いじめ・不登校対策
事業

小牧市いじめ・不登校対策連絡会を中
心として、各関係機関と連携し、すべての
児童生徒が充実した学校生活が送れる
ように支援します。

【今年度実績】
いじめの認知件数　小学校：647件
　　　　　　　　　　　　中学校：379件
不登校児童生徒数 小学校：293人
　　　　　　　　　　　　中学校：391人
＜前年度実績＞
いじめの認知件数　小学校：839件
　　　　　　　　　　　　中学校：432件
不登校児童生徒数 小学校：238人
　　　　　　　　　　　　中学校：393人

2

いじめ認知件数の減少し
たという点で評価できるこ
とである一方、不登校児
童生徒数の増加について
は取組・検討が必要であ
るため。

いじめ認知に関する理解
が浸透するよう働きかけて
いるが、いまだに学校間格
差が激しい。
不登校児童生徒数の増加
傾向が続いている。

いじめ・不登校に関わる研
修会や連絡会を開催し、
市内全体の共通理解のも
とにいじめ・不登校対策に
取り組む。
不登校児童生徒の支援に
ついての相談窓口を整理
し、その周知を行う。

あり 学校教育課

1 3 9
「こころ」と「いの
ち」を守るための支
援

小牧市自殺対策計画に基づき、保健、
医療、福祉、教育等関連施策と連携を
図り、生きることの包括的な支援を行い
ます。

昨年度同様、県等から案内のあった、う
つ・自殺対策に関連する研修等の情報
を適宜お知らせした。また、「うつ・自殺
対策相談窓口ネットワーク会議」を開催
し、保健、医療、福祉、教育の関係各課
および事業所等が横のつながりを作り、
事例を通して、対応スキルを向上するこ
とで支援の強化を図った。

3

関係部署に研修等を積極
的に案内し、「うつ・自殺
対策相談窓口ネットワーク
会議」を昨年度と比較し
て、事例検討を行う中で、
関係機関がつながりを持
てるような内容として運営
したため。

健康問題、家族関係、金
銭問題などの原因や背景
が重なることで自殺に至
る可能性があるため、それ
らに関連して、対応する関
係部署のより一層の連携
強化が必要である。

自殺対策は、関係部署が
連携することで「生きるた
めの包括的な支援」として
実施されるものである。令
和６年度は、自殺対策計
画の見直しに伴って、現状
把握とともに課題を分析
する必要があるため、引き
続き関係各課との連携を
意識し、それらを反映した
内容にしていく。

ー 保健センター

1 4 1
児童館事業
【再掲】

児童館で行う各種イベント、講座の充実
を図るとともに、それらの行事を活用する
などして子どもを中心とした地域住民交
流の拠点とします。また、子どもたちには
居心地のよい場を提供し、地域の大人
が子どもを見守る仕組みをつくります。

５月に新型コロナウイルス感染症が「５
類」に移行となり、一定の感染対策は継
続しつつも、各児童館大きな制限もなく、
順調に行事を実施できた。また、子育て
中の父母支援や児童の日常拠点として
の役割を務めた。

3

一定の感染対策を継続し
つつも、通常通りの頻度で
開催できた。また、子ども
達の意見を聞き工夫を凝
らしながら、遊びを提供で
きた。

児童の日常の拠点として、
安心して利用できる環境
を維持しつつ、工夫を凝ら
しながら遊びを提供してい
く。

コロナ禍以前の取組に向
け事業を進めていく。

ー
多世代交流プ
ラザ

1 4 2 放課後子ども教室

すべての小学生を対象として、安全・安
心な放課後の活動拠点を小学校の特
別教室などに設け、地域の人の協力を
得て、学びやスポーツ、文化活動などの
機会を提供します。

市内16小学校で年間277回［前年度
比：103％］実施し、登録児童数は442
人であった。
読み聞かせ、工作、集団遊び、学習など
様々な活動が行われた。
（前年度実績：16小学校、269回、417
人）

3
前年度と比較し、開催回
数及び参加者数を同程度
で開催できたため。

各校様々な活動を実施、
子どもたちの安全・安心な
活動拠点として、実施して
いきたい。

参加児童に安心して受講
していただけるよう実施し
ていく。

ー こども政策課
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意見

担当課

1 4 3
小牧市版放課後子
ども総合プラン

小学生の安全・安心な放課後の居場所
を確保するため、すべての小学生が、小
牧市版放課後子ども総合プランの活動
プログラムに参加できる仕組みづくりを
推進します。導入検討委員会及び運営
委員会において運営面での具体的な検
討を重ね、全ての小学校での実施を目
指します。

市内12小学校で合同の体験活動を実
施しました。
実施校：小牧小、村中小、三ツ渕、味岡
小、篠岡小、米野小、一色小、小牧原小、
本庄小、陶小、光ヶ丘小、大城小
実施回数：63回
参加人数（延べ）：放課後子ども教室
1,293人、児童クラブ1,420人

4

前年度に6小学校で実施
した事業の評価・検証を
踏まえて、市内12小学校
で合同の体験活動を実施
することができた。

実施校が増えていく中、活
動内容や講師、従事者同
士の連携などについて、小
学校間の情報共有が必
要。

令和6年度は全校で実施
できるよう事業を進め、各
校での取り組みを共有で
きるよう情報交換会を開
催する。

ー こども政策課

1 4 4
子どもの体験活動
の推進

心豊かでたくましい子どもを社会全体
で育むため、ボランティアや地域の協力
を得て、自然体験活動、ジュニアセミ
ナーを実施します。

【こども自然体験活動】
身近な里山の自然観察（11家族）、大
山川の自然観察（13家族）、兒の森クイ
ズラリー（4人）、兒の森里山体験（31
人）
【ジュニアセミナー】
実績：合計26講座　400人
（前年度実績：合計26講座　343人）

3
予定どおり講座を実施す
ることができたため。

受講生からの人気が高く、
引き続き実施していきた
い。

受講生に人気のジャンル
を増やすなど、ニーズに
あった講座を行っていく。

ー こども政策課

1 4 5 こども食堂の推進

こども食堂の開設や運営の相談に応じ
て、関係部署との連携を図り、助言・支
援へつなげます。また、各児童館と地域
が連携・協力したこども食堂の開設に向
け、検討を進めます。

庁内関係部署および市社協にて各部署
の取り組みを共有し、各部署で連携した
支援を行った。
市ホームページの更新や市役所本庁舎
内のポスター掲示などによりこども食堂
の周知を図った。

4

こども食堂の開設、周知に
向けた支援を関係部署が
連携し、行うことができた。
また、周知により子ども食
堂の市民への関心が高
まった。

令和5年度は新たに3か
所のこども食堂が開設。
地域と連携したこども食
堂の運営に対して、運営
費補助を含めた支援が必
要。

児童館と連携したこども
食堂に対し、運営費の一
部を補助するこども食堂
支援補助金を創設し、支
援を行っていく。

ー
こども政策課、
多世代交流プ
ラザ

2 1 1

子育て援助活動支
援事業（ファミリー・
サポート・センター
事業）

子育てについての援助を受けたい人、支
援ができる人が会員となり、相互に子育
てについての援助活動を行います。今
後、援助会員数を増やすため説明会や
講習会を実施し、会員登録できる機会を
増やすとともに、会員確保の手段や運営
方法について調査し、改善に努めます。

利用件数：523件
（前年度比：100%、前年度実績：523
件）

3

援助会員を増やすための
説明会や講習会を開催し
た。依頼会員を増やすた
め、児童クラブや保育園等
の子育て関連の施設長の
集まる場にて事業の説明
を行い、募集活動を行っ
た。

本市の子育て支援がある
中、多くの子育て世帯にこ
の支援事業を知ってもらえ
るように周知をしていく必
要がある。

引き続き、依頼・援助会員
を増やすため周知活動を
行っていく。
令和6年度からは生活保
護家庭、非課税家庭、児
童扶養手当受給家庭への
1時間当たり300円の助
成を行い、利用促進を行っ
ていく。

ー
子育て世代包
括支援セン
ター
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担当課

2 1 2
一般型一時預かり
事業（一時保育）

保護者の就労や病気等の理由で、一時
的または断続的に家庭での保育が困難
な未就園児を対象に、保育園で預かり
ます。

【保育事業：私立保育園】
各保育園において、一時的に保育が必
要となった子どもの保育を実施した。
延べ利用者数：3,398人
（前年度比：128.0%、前年度実績：
2,654人）

3
保護者が必要な時に利用
できるよう受入れ体制を
整えた。

需要に対応するための人
材確保等が課題となる。

可能な限り需要に対応で
きるよう継続していく。

ー
幼児教育・保
育課

2 1 3
幼稚園型一時預か
り事業（預かり保
育）

幼稚園、認定こども園（１号認定）に通う
在園児のうち希望者を対象に、教育時
間終了後や長期休業中に幼稚園、認定
こども園で預かります。

【教育事業：私立幼稚園、認定こども
園】
●幼稚園型一時預かり事業
第一幼稚園において預かり保育を実施
した。
延べ利用者数：1,870人
（前年度比：96.0%、前年度実績：
1,948人）

●私学助成による一時預かり事業
私学助成を受けて預かり保育を実施し
た。
（私立幼稚園：８園、認定こども園：２園
の利用実績合計）
延べ利用者数：47,173人
（前年度比：96.9％、前年度実績：
48,661人）

3
例年と同程度の利用者数
となった。

需要に対応するための人
材確保が課題となる。

可能な限り需要に対応で
きるよう継続していく。

ー
幼児教育・保
育課

2 1 4

子育て世代包括支
援センター等におけ
る一時預かり事業
の拡充

保護者の外出や育児に伴う負担などの
理由で、家庭で育児をすることができな
い場合に、生後６か月から就学前の子ど
もを対象に実施する一時預かり事業に
ついて、子育て世代包括支援センターに
加え、東部地区の大城児童館で実施す
るとともに、ニーズに合わせた拡充を検
討します。

利用者数：2,251人
大城児童館一時預かり：298人
令和4年度利用者数：1,324人
（前年度比：170%、前年度実績：
1,324人）

4

令和5年7月より利用料金
の値下げ、4か月健診で
の2回無料クーポン配布
により、利用者が増加し
た。
また、LoGoフォームでの
申込み対応を可能とした
ことで利用促進に繋がっ
た。

R4,4月生まれの子から、
4か月健診時に無料クー
ポンの配布を行ったことで
一時預かり事業の周知が
進め、利用に繋がった。

多くの子どもを安心・安全
に預かれるように職員配
置や環境を整える。
大城児童館とも連携をし、
預かり保育の質の向上も
行う。

ー

子育て世代包
括支援セン
ター、多世代
交流プラザ

2 1 5
子育て短期支援事
業（ショートステイ）

保護者が病気などの理由で、家庭にお
いて子どもを養育することが一時的に困
難となった場合に、宿泊を伴った一時預
かりを行います。

利用者数：3人
（前年度比：300%、前年度実績：1人）

3

利用者の希望に沿った預
かりができるように、希望
者と施設側との調整に努
めた。

5施設と契約を締結してい
るが、各施設の利用者が
多く、利用者の希望する日
に預かれないこともある。

利用者が希望する日に預
かりができるように、都度、
利用調整に努める。

ー
子育て世代包
括支援セン
ター
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担当課

2 1 6
放課後児童健全育
成事業（放課後児
童クラブ）

小学生児童の保護者が就労等により昼
間家庭にいない場合に、授業の終了後
に子どもに適切な遊び及び生活の場を
提供し、その健全な育成を図ります。ま
た、施設の老朽化、狭隘化に対する整備
や改築、支援員の確保やICT化による
事務の効率化等に努めます。

【利用児童数】
登録児童数、利用児童数ともにほぼ前
年並みの推移となっている。
延べ利用児童数：
（R5年度実績：231,710人、R4年度
実績：224,691人[前年度比：
103.1％]）
【処遇改善等】
所長・指導員・支援員と職位を階層化
し、賃金の処遇改善を行っている。
【施設整備等】
施設の老朽化に伴う整備については、
児童の安全確保や緊急性の高い修繕・
営繕工事を実施した。

3

前年度に引き続き待機児
童を出すことなく事業を
行った。また、安心・安全な
居場所として児童クラブの
質の確保や保護者の利便
性の向上に努めた。

慢性的な支援員不足や事
務負担軽減のため、児童
クラブ運営の民間委託に
ついて検証・検討する必要
がある。

新たに児童クラブ巡回支
援アドバイザー1名を配置
し、児童クラブの安定した
運営と質の向上に努める。
引き続き、待機児童を発
生することがないよう、長
期休業期間における空き
教室の活用等について教
育委員会と調整し、活動
場所と人員を確保する。

ー こども政策課

2 1 7
病児・病後児保育
事業

子どもが病気で、かつ保護者が家庭で
保育を行うことが困難な場合に、専用施
設で一時的に子どもを預かります。ま
た、保育中の体調不良児を一時的に預
かるほか、保育所入所児に対する保健
的な対応を行います。

【病児対応型】
市内２つの診療所に併設された施設に
おいて、病気中、または病気の回復期に
ある児童の保育を実施した。
延べ利用者数：742人
（前年度比：133.9％、前年度実績：
554人）

【体調不良児対応型】
私立保育園４園において、保育中に体
調不良となった児童であって、保護者が
迎えに来るまでの間、緊急的な対応を必
要とする児童の保育を実施した。
延べ利用者数：1362人
（前年度比：166.5％、前年度実績：
818人）

3

保護者が必要な時に利用
できるよう受入れ体制を
整え、令和4年度より利用
者数は増加した。

需要に対応するための人
材確保に加え、病児保育
を実施できる新たな医療
機関の確保等が課題とな
る。

可能な限り需要に対応で
きるよう継続していく。

ー
幼児教育・保
育課
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第４章　施策の展開

※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小
基
本
目
標

施
策

N
O

取組み 内容 令和５年度実績
評
価
※

評価理由 現状分析、課題 令和６年度の取組内容
委員か

らの
意見

担当課

2 2 1

利用者支援事業
（基本型）（母子保
健型）及び子育て
支援ネットワークづ
くり

専任の利用者支援コーディネーターを
配置し、多様な子育て支援サービスの中
から利用者が適切に選択できるよう相
談に応じるとともに、関係機関との連絡
調整を実施し、妊娠・出産・育児期にわ
たり切れ目なく支援を行います。また、利
用者支援コーディネーター等による定期
的な施設訪問や、利用者支援会議を開
催し、関係機関との連携を図ります。

相談件数
基本型：1,418件、母子保健型：1,271
件
利用者支援事業連携会議：年12回開
催
（前年度実績：基本型：764件、母子保
健型：1,130件
利用者支援事業連携会議：年12回開
催）

4

保育園等の関係機関と連
携を図ることで子育て支
援に関する相談件数が大
幅に増加した。
また、出産・子育て応援事
業が始まり、妊娠・出産に
関する相談件数も増加し
た。

利用者支援コーディネー
ター等による定期的な施
設訪問、利用者支援会議
の開催や関係機関と連絡
調整により、相談件数が
増加している。

令和5年2月より出産・子
育て応援ギフトの給付が
始まり、妊娠期から産後の
支援が強化されている。今
後も妊娠期から子育て期
にわたる切れ目のない支
援ができるよう相談体制
の充実を図っていく。

ー
子育て世代包
括支援セン
ター

2 2 2
こども家庭総合　拠
点事業の実施

利用者支援事業をはじめ関係機関と連
携し、子どもとその家庭及び妊産婦等を
対象に、福祉に関する必要な支援に係る
業務（相談への対応、情報提供、要支
援・要保護児童への支援など）を総合
的に実施します。

関係機関と連携し、子どもとその家庭及
び妊産婦等を対象に、福祉に関する必
要な支援に係る業務（相談への対応、
情報提供、要支援・要保護児童への支
援など）を総合的に実施しました。
また、令和5年度より、ヤングケアラー
コーディネーターを1名配置した。

3

こども家庭総合支援拠点
を設置し、関係機関と連携
し、子どもとその家庭及び
妊産婦等を対象に、福祉
に関する必要な支援に係
る業務（相談への対応、情
報提供、要支援・要保護
児童への支援など）を総
合的に実施した。

虐待専門相談員1名、家
庭児童相談員2名、ヤング
ケアラーコーディネーター
1名、就業支援専門員1
名、正規職員（社会福祉
士）2名を配置し、有資格
者による相談体制の充実
を図っている。

妊娠期から子育て期にわ
たり、子育てのワンストップ
窓口となるよう、更なる相
談体制の充実を図ってい
く。

ー
子育て世代包
括支援セン
ター

2 2 3 情報の発信

出産・子育てに関する様々な状況におい
て、利用することができる制度の周知を
図ります。広報、ホームページ、ＳＮＳ、子
育てアプリ等各種ツールを活用しつつ、
各種事業の開催時の他、様々な機会を
とらえ、情報の発信を行います。

情報が個々に発信されており、市の出
産・子育てに関する情報として集約され
た発信が不十分であった、市ホームペー
ジの掲載内容等における課題抽出や、
新たなサイトの構築に向けた検討を行っ
た。

3

部内でプロジェクトを組
み、現在の掲載状況から
課題を洗い出し方向性を
見出した。

出会い・結婚に関する情
報提供を加えた、結婚、妊
娠・出産、子育てに関する
総合的な情報支援を行
い、少子化対策へとつな
げる。

前年度洗い出した方向性
にそって、出会い・結婚か
ら出産・子育て時期におけ
る国・県・市の制度を一元
的に分かりやすく発信する
サイトの構築を行う。

ー

こども政策課、
幼児教育・保
育課、子育て
世代包括支援
センター、多世
代交流プラザ

2 2 4
スクールソーシャル
ワーカー派遣事業

貧困やネグレクトといった家庭環境に要
因がある児童生徒の問題行動事案につ
いて、社会福祉士などの資格を有するス
クールソーシャルワーカーを派遣し、児童
生徒が置かれた環境へ働きかけること
で、一人ひとりの子どもの学びと育ちを
応援していく体制をつくります。

スクールソーシャルワーカー4名配置
訪問回数　1167回
（前年度比：135.4％、前年度実績：
862回）

3

各学校においてスクール
ソーシャルワーカーの認知
が進み、相談件数が増加
した。

相談件数が多いため、１つ
のケースに関わることので
きる時間が限られてしま
う。また、１つのケースが長
期化することも多く、他の
相談との時間調整が難し
い。

他機関との情報共有を積
極的に行い、様々な機関と
連携して児童生徒とその
家庭の支援にあたってい
く。

ー 学校教育課
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第４章　施策の展開

※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小
基
本
目
標

施
策

N
O

取組み 内容 令和５年度実績
評
価
※

評価理由 現状分析、課題 令和６年度の取組内容
委員か

らの
意見

担当課

2 2 5
ヤングケアラーの相
談支援

ヤングケアラーは、家族の世話や家事に
より子どもらしい生活ができなくなるな
ど、家庭内のデリケートな問題であり、本
人や家族の自覚もなく表面化しにくい構
造となっているため、各小中学校と連携
し、早期発見に努めます。また、子ども自
身や周囲の大人がヤングケアラーへの
理解を深め、その存在に気づくことが重
要であるため、周知啓発を行い、相談・
支援体制を検討していきます。

相談件数：15件（内ヤングケアラー認定
件数：4件）

3

令和5年度より、ヤングケ
アラーコーディネーターを
配置し、関係機関と連携
し、こどもとその家庭を対
象に、必要な支援に係る
業務（相談への対応、情
報提供、要支援・要保護
児童への支援など）を総
合的に実施した。

ヤングケアラーの問題は、
家庭内のデリケートな問
題も含んでおり、本人や家
族に自覚がないケースが
多く、まわりに相談もでき
ない場合もある。そのた
め、子どもに関わる大人が
気づき、子どもの気持に寄
り添いながら傾聴し、関係
機関と連携しながら、支援
に繋げていくこと必要であ
る。

ヤングケアラーの認知度
は、こどもだけでなく、学校
や行政などの関係機関に
おいても高いとは言えない
ため、市民も含め広く周
知・啓発していく必要があ
る。

ー

子育て世代包
括支援セン
ター、学校教
育課

2 2 6
こまき妊娠SOS相
談・支援

思いがけない妊娠や望まない妊娠等
で、誰にも相談できず一人で悩んでいる
方を対象に相談支援を行います。また
様々な選択肢を含めた情報提供を行い
ます。

相談件数：実12件、延84件
（前年度実績：相談件数：実6件、延53
件）

3

妊娠SOSに特化した相談
窓口を立ち上げ周知に努
め、電話相談だけでなく、
メールやロゴフォームによ
る相談窓口も実施し、相談
者の利便性に考慮した。ま
た、必要に応じて各関係機
関と連携を図り、継続支援
を実施し、思いがけない妊
娠や望まない妊娠で孤立
している方への支援を実
施した。

相談内容は多岐にわたる
ため対応する際に幅広い
知識と経験が求められる。
また、相談者の年齢層は
様々で各年代に対する効
果的な相談窓口の周知が
必要である。

引き続き、個別の相談対
応を行い、関係各機関と
連携していく。

ー
子育て世代包
括支援セン
ター

2 2 7
流産・死産の相談・
支援

流産や死産を経験された方の気持ちに
寄り添い、相談支援を行います。また流
産や死産を経験された方が利用可能な
社会資源（産後ケア事業や産婦健康診
査等）の情報提供を行います。

相談件数：実2件、延2件
（前年度実績：相談件数：実１件、延1
件）

3

流産・死産に特化した相
談窓口を立ち上げ周知に
努め、流産、死産に特化し
た方の気持ちに寄り添っ
た相談支援を実施した。

対象者が自身の気持ちを
出せるよう、相談支援を
行っている。対象者の一助
になるよう、関係機関と連
携していく必要がある。

引き続き、個別の相談対
応を行い、関係各機関と
連携していく。

ー
子育て世代包
括支援セン
ター
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第４章　施策の展開

※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小
基
本
目
標

施
策

N
O

取組み 内容 令和５年度実績
評
価
※

評価理由 現状分析、課題 令和６年度の取組内容
委員か

らの
意見

担当課

2 2 8
こども家庭センター
機能の整備
【再掲】

児童福祉法等の一部改正に伴い、児童
及び妊産婦の福祉に関する包括的な支
援を行うため、関係機関との連絡調整、
必要となる支援体制の整備を図ってい
きます。

児童福祉と母子保健の双方を一体的に
支援するため、令和5年度から配置した
統括支援員（保健師）が中心となり、児
童虐待や家庭児童相談などの機能を持
つ「子ども家庭総合支援拠点」と妊娠、
出産、子育てに関する様々な相談や必要
な支援などの機能を持つ「子育て世代
包括支援センター」に配置している専門
資格を持つ職員を適切に連携・協力さ
せ、一体的な支援ができる体制を整備
し、こども家庭センターとして運営をし
た。

3

国が求める「こども家庭セ
ンター」として、児童及び
妊産婦の福祉に関する包
括的な支援を実施するた
め、統括支援員が中心と
なり、社会福祉士、保健
師、助産師、保育士などの
資格を持った専門職が連
携・協力し合う体制整備に
努めた。

複数の関係機関が連携し
ながら、支援を行うケース
が増加している。今後も包
括的な支援ができる体制
の整備に努めていく。

国のガイドラインに沿って、
関係機関との連絡調整、
必要となる支援体制の整
備を図っていく。

ー
子育て世代包
括支援セン
ター

2 2 9
すくすく子育て応援
事業

国の伴走型相談支援及び出産・子育て
応援給付金の一体的実施事業の開始
に伴い、妊娠期から子育て期にかけて相
談支援体制を充実し、経済的支援を行
います。

出産応援ギフト：1,433名（うち遡及分：
523名）子育て応援ギフト：815名（うち
遡及分：529名）

3

対象者に対して適切に経
済的支援を実施し、伴走
型相談支援を実施するこ
とができた。

経済支援を行うことで、申
請に必要な面談・訪問へ
つなげることができる。そ
のため育児状況の把握が
可能になり必要な支援へ
つなぐことができた。

引き続き、一体的な支援を
行っていく。

ー
子育て世代包
括支援セン
ター

2 3 1
幼児教育・保育の
無償化

国の実施する幼児教育・保育の無償化
に加え、市独自の制度として０歳児から
２歳児までの保育料の無償化と第３子
以降の子どもの副食費の免除を実施し
ます。新制度未移行の幼稚園を利用し
ている同一生計世帯の子どものうち、第
３子以降の子どもの保育料の無償化上
限額25,700円（月額）を超えた額を補
助します。

【副食費免除：市基準】
（保育事業：保育園、認定こども園２号）
R5年度延べ対象者数：1,066 人
（前年度比：90.4％、前年度実績：
1,179人）

（教育事業：幼稚園、認定こども園１号）
R5年度月延べ対象者数：275人
（前年度比137.5％、前年度実績：200
人）

（未移行幼稚園）
R5年度月延べ対象者数：1,657人
（前年度比95.6％、前年度実績：
1,733人）

【第三子補助：未移行幼稚園】
R5年度月延べ対象者数：64人
（前年度比：90.1％、前年度実績：71
人）

3
市独自基準の対象者の把
握を行い、適切に補助する
ことができた。

適切な補助に努める。
今後も継続して取り組ん
でいく。

ー
幼児教育・保
育課
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第４章　施策の展開

※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小
基
本
目
標

施
策

N
O
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評
価
※

評価理由 現状分析、課題 令和６年度の取組内容
委員か

らの
意見

担当課

2 3 2
幼児教育・保育の
無償化に伴う給付
の円滑な実施

保護者の利便性等を考慮しながら、対
象施設における制度の周知と、公正か
つ適正な支給の確保に努めます。また、
立入調査への同行等、県との連携や情
報共有を図りながら施設等の確認及び
指導監督を適切に行います。

【未移行幼稚園】
事務説明会（集団指導）を実施し、無償
化に係る事務説明用の資料を作成し、
各園に対面にて説明を行い、周知を図っ
た。

【認可外保育施設】
対象施設に無償化に係る事務説明用の
資料を送付するとともに、利用する保護
者あてにも必要な資料を送付し、周知を
図った。

【保育園、認定こども園】
県および市による監査は、実地監査によ
り9園実施した。

【小規模保育事業所】
市による監査は、実地監査により17園
実施した。

【移行幼稚園】
市による監査は、実地監査により1園実
施した。

3
無償化に伴う事務の説明
および施設への監査を適
切に実施した。

対象施設および利用者に
対し、幼児教育・保育の無
償化制度を正しく理解して
もらえるよう周知の方法な
どについて工夫していく必
要がある。

今後も継続して取り組ん
でいく。

ー
幼児教育・保
育課

2 3 3
実費徴収に係る補
足給付事業

保護者の世帯所得の状況等を勘案し
て、特定教育・保育施設等に対して保護
者が支払うべき日用品、文房具その他
の教育・保育に必要な物品の購入に必
要な費用や行事への参加に要する費
用、給食の副食費（新制度未移行の幼
稚園対象）等を助成します。

【生活保護世帯の日用品等購入費助
成】
R5年度延べ対象者数：18人
（前年度比：138.5％、前年度実績：13
人）

【未移行幼稚園の副食費助成】
R5年度対象者数：2,154人
（前年度比：91.6％、前年度実績：
2,351人）

3
必要な利用者に対して支
援を行った。

適切な補助に努める。
今後も継続して取り組ん
でいく。

ー
幼児教育・保
育課

2 3 4
子ども医療費の助
成

高校生等までの児童を対象に、医療機
関等を受診された際の、保険診療にお
ける自己負担額を助成します。

受給者数：21,908人（R5年度末時
点）
（前年度比：98.0％　前年度実績
22,366人）

該
当
な
し

該当なし 該当なし 該当なし ー 保険医療課
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第４章　施策の展開

※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小
基
本
目
標

施
策

N
O

取組み 内容 令和５年度実績
評
価
※

評価理由 現状分析、課題 令和６年度の取組内容
委員か

らの
意見

担当課

2 3 5 児童手当の支給
中学校卒業までの児童を養育している
保護者を対象に、児童手当を支給しま
す。

6・10・2月の年3回の児童手当支給を
遅延なく実施した。
対象となる児童の数：16,553人
（前年度比：96.3％、前年度実績：
17,183人）

該
当
な
し

該当なし 該当なし 該当なし ー こども政策課

2 3 6
私立高等学校等授
業料補助

私立高等学校等に通学されている家庭
の負担を軽減するため、所得の状況に
応じて授業料の一部を助成します。

私立高等学校、専修学校に通学されて
いる家庭の保護者の負担を軽減するた
め、国・県の上乗せ助成として、所得の
状況・区分に応じて授業料の一部を助
成した。令和2年度から、県の補助区分
甲・乙に対し、年額8万円(上限)とした。
418人
（前年度比：101.2％、前年度実績：
413人）
17,303,725円
（前年度比：95.6％、前年度実績：
18,106,420円）

3 例年並み

紙申請に加え、電子申請
を可能とした。申請に対す
る問い合わせが多いた
め、制度内容をより一層わ
かりやすく周知する必要が
ある。

令和4年度と同様に実施 ー 学校教育課

2 3 7 就学援助費の支給
経済的な理由で就学が困難な児童また
は生徒の保護者に対し、学校でかかる
費用の一部を援助します。

小学校　757人（前年度比：93.0％、前
年度実績：814人）、40,645,091円
中学校　476人（前年度比：101.7％、
前年度実績：468人）、47,604,167円

3 例年並み

制度の主旨や仕組みに対
する問い合わせが多いた
め、制度内容をより一層わ
かりやすく周知する必要が
ある。

令和4年度と同様に実施 ー 学校教育課

2 3 8 奨学交付金の支給
向学心に富み、かつ経済的に恵まれな
い生徒に対し、高等学校等に入学する
際の準備金を支給します。

対象者　97人（前年度比：215.6％、前
年度実績45人）
支給額　1人あたり12万円

4

受給者要件を成績普通程
度以上のもののところ向
学心に富むものに変更し、
かつ対象人数の拡充を
行った。

特になし

引き続き経済的に恵まれ
ない生徒が高等学校等へ
進学する際に支給する育
英資金の受給者要件を拡
充する。
対象者　100人
支給額　1人あたり12万
円

ー 学校教育課
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第４章　施策の展開

※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小
基
本
目
標

施
策

N
O

取組み 内容 令和５年度実績
評
価
※

評価理由 現状分析、課題 令和６年度の取組内容
委員か

らの
意見

担当課

2 3 9
児童クラブ保護者
負担金の減免

保護者の世帯所得の状況等を勘案し
て、負担金を減免します。また多子世帯
に対しても減免を行います。

受益者負担の原則を踏まえ利用状況に
応じたクラブ費減免を実施した。
＜制度利用者数＞Ｒ6.3月時点
クラブ加入者児童数：1,833人
多子減免：749人
非課税世帯：43人
生活保護世帯：4人

（前年度実績）Ｒ5.3月時点
クラブ加入者児童数：1,799人
多子減免：767人
非課税世帯：47人
生活保護世帯：6人

3
前年並みのクラブ費減免
を実施した。

クラブ加入者数のうち、お
よそ４割の加入児童につ
いて費用負担を軽減。

加入申込時の減免要件の
説明等を適切に行い、状
況に応じた減免を行う。

ー こども政策課

2 3 10
小中学校給食費無
償化

保護者が同一生計の子どもを２人以上
扶養している場合で、小牧市立小中学
校に通う第２子中学生、第３子以降の学
校給食費を恒久的に無償化します。

376,424食（107,507,460円） 3 計画どおり

少子化対策の実現に向け
内閣府が令和５年６月に
公表した「こども未来戦略
方針」で、「学校給食費の
無償化を実施する自治体
の成果・課題や学校給食
の実態調査を速やかに行
う」と明記した。

引き続き第２子中学生、第
３子以降の学校給食費を
無償化するが、学校給食
費無償化については国の
実態調査の結果を調査研
究していく。

ー 学校給食課
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第４章　施策の展開

※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小
基
本
目
標

施
策

N
O

取組み 内容 令和５年度実績
評
価
※

評価理由 現状分析、課題 令和６年度の取組内容
委員か

らの
意見

担当課

2 3 11
公共施設等におけ
るこども料金の改
定

公共施設等におけるこども料金の基本
的な考え方を整理し、改正に向けた検討
を行います。

　本市の公共施設の使用料における子
ども料金設定を「18歳以下（18歳に達
する日以後の最初の3月31日までの間
にある者）」として整理した。
　また、団体が利用する施設においても
子ども会がその活動の一環として利用
する場合には減免対応とすることで、少
子化対策や若年層に対する経済的支援
として「子育て家庭の支援」、「こども夢・
チャレンジNo.１都市」の推進につなげ
た。

4

　令和４年度において、小
牧山歴史館及び小牧山城
史跡情報館の子ども料金
の区分を「中学生以下」
から「18歳以下（18歳に
達する日以後の最初の3
月31日までの間にある
者）」に見直したため、他
の公共施設の使用料等に
おいても子ども料金の区
分について整合を図る必
要が生じた。
　令和５年度においては、
市内の公共施設の使用料
における子ども料金設定
を「18歳以下（18歳に達
する日以後の最初の3月
31日までの間にある
者）」として整理したことに
加え、団体が利用する施
設においても子ども会が
その活動の一環として利
用する場合には減免対応
ができるよう、要綱改正を
実施したため。

　現状は、使用料等におい
て新たに子ども料金を設
定するものや設定割合を
変更するものはないと判
断したが、国の各種施策
の動向により、今後も状況
に応じて検討していく必要
がある。

　国の各種施策の動向に
より、必要に応じて検討を
行う。

ー 財政課

2 3 12
すくすく子育て応援
事業
【再掲】

国の伴走型相談支援及び出産・子育て
応援給付金の一体的実施事業の開始
に伴い、妊娠期から子育て期にかけて相
談支援体制を充実し、経済的支援を行
います。

出産応援ギフト：1,433名（うち遡及分：
523名）子育て応援ギフト：815名（うち
遡及分：529名）

3

対象者に対して適切に経
済的支援を実施し、伴走
型相談支援を実施するこ
とができた。

経済支援を行うことで、申
請に必要な面談・訪問へ
つなげることができる。そ
のため育児状況の把握が
可能になり必要な支援へ
つなぐことができた。

引き続き、一体的な支援を
行っていく。

ー
子育て世代包
括支援セン
ター
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第４章　施策の展開

※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小
基
本
目
標

施
策

N
O

取組み 内容 令和５年度実績
評
価
※

評価理由 現状分析、課題 令和６年度の取組内容
委員か

らの
意見

担当課

2 4 1
女性のための就労
支援講座事業

女性の就労・自立支援のための講座等
を開催します。

出産や育児、介護を機に離職した女性
に対する再就職支援のため、また、キャリ
アアップに必要な知識を得るための講
座を4講座開催した。
【ママ・ジョブ・あいち　個別おしごと相
談】
（全1回 4人受講）
【主人公はあなたです！起業女子の世界
をのぞいてみませんか？】
（全3回 延べ49人受講）
【花王ビューティーセミナー】
（全1回 32人受講）
【SNSを活用したい人のための基礎講
座（初級）】
（全3回 延べ74人受講）

4
令和4年度の講座数より
も2講座多く、開催すること
ができたため。

女性がキャリアビジョンを
描けるように支援する講座
を開催したが、申込数が
あまり伸びなかった。次回
以降はより興味を持たれ
る内容の講座を検討し、実
施していきたい。

起業に必要な知識を得る
ための講座として起業女
子講座を開催する。
包括連携協定を締結して
いる花王と協働で、面接
対策の一環として、ビュー
ティセミナーを行う。
一般的なデジタルスキル
を高める講座を開催し、社
会進出のきっかけとする。
育児や介護等で離職した
女性の再就職支援のた
め、愛知県女性働き手創
出支援事業を利用した相
談を開催する。

ー
多世代交流プ
ラザ

2 4 2
母子家庭等日常生
活支援事業

ひとり親家庭が急激な環境の変化や疾
病などにより、一時的に生活支援が必
要な場合、家庭生活支援員を派遣して
生活の安定を図ります。

令和5年度：ヘルパー派遣6世帯、延べ
派遣時間 131.5H
（前年度実績：ヘルパー派遣3世帯、延
べ派遣時間 178.5H）

3

事業の周知に努め、希望
者に対してヘルパー派遣
し、生活の安定を図ること
ができた

ひとり親家庭にヘルパー
を派遣し、生活の安定を
図った。

引き続き、ひとり親家庭に
ヘルパーを派遣し、生活の
安定を図っていく。また、家
事的な援助だけでなく、在
宅での子どもの見守り支
援も実施していく。

ー
子育て世代包
括支援セン
ター

2 4 3 母子・父子相談

母子及び父子家庭の生活上の問題、子
どもに関することの相談窓口として母
子・父子自立支援員を配置し、相談体
制の充実を図ります。

母子相談：829件
（前年度比：102%、前年度実績：807
件）
父子相談： 65件
（前年度比：38％、前年度実績：168
件）

3

事業の周知に努め、母子
及び父子家庭に対して相
談を実施することができ
た。

母子及び父子家庭の生活
上の問題、子どもに関する
ことの相談を実施した。

必要に応じて教育訓練や
求人活動の助言指導等を
行うなど、更なる相談体制
の充実を図ります。

ー
子育て世代包
括支援セン
ター

2 4 4
ひとり親家庭への
就業支援

ひとり親家庭の経済的自立を図るため、
職業能力講座を受講した場合に受講料
を助成する自立支援教育訓練給付金
や、看護師等の養成機関で修学する場
合に支給する高等職業訓練促進費など
により、就業の支援を行います。また、専
門資格を有する就労支援専門員を配置
し、ひとり親の抱える様々な相談に対応
します

自立支援教育訓練給付金：3人
（前年度比：100%、前年度実績：3人）

高等職業訓練促進費：7人
（前年度比：140%、前年度実績：5人）
令和5年度より就業支援専門員を1名
配置した。

3

事業の周知に努め、母子
及び父子家庭に対して相
談を実施することができ
た。

母子・父子自立支援員を
通じ、ひとり親への自立支
援を図った。また、就労支
援専門員による就業の相
談を行った。

引き続き、母子父子自立
支援員や就業支援専門員
を通じ、ひとり親への経済
的自立を図っていく。

あり
子育て世代包
括支援セン
ター
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※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小
基
本
目
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施
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N
O

取組み 内容 令和５年度実績
評
価
※

評価理由 現状分析、課題 令和６年度の取組内容
委員か

らの
意見

担当課

2 4 5

ひとり親家庭高等
学校卒業程度認定
試験合格支援金の
支給

高等学校を卒業していないひとり親家
庭の父母や、20歳未満の子を対象に、
高等学校卒業程度認定試験の合格を
目指す講座受講料の一部を助成しま
す。

ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試
験合格支援金：1人
（前年度比：50%、前年度実績：2人）

3
事業の周知に努め、事業
の利用を促進することが
できた。

母子・父子自立支援員を
通じ、ひとり親への自立支
援を図った。

引き続き、母子父子自立
支援員を通じ、ひとり親へ
の制度周知や自立支援を
図っていく。

ー
子育て世代包
括支援セン
ター

2 4 6
ひとり親家庭への
手当の支給

父親または母親のいない児童を養育し
ている保護者に児童扶養手当、県・市遺
児手当を支給します。

国・市の制度に則って、年6回の支給を
遅滞なく行った。
＜児童数（延べ人数）＞
児童扶養手当：　17,711人
（前年度比：　95.0％、前年度実績：
18,645人）

遺児手当：19,788人
（前年度比：　95.5％、前年度実
績:20,713人）

※県遺児手当は、愛知県が支給事務を
行っている。

該
当
な
し

該当なし 該当なし 該当なし ー こども政策課

2 4 7
ひとり親家庭等入
学支援金の支給

大学等に入学するひとり親家庭等の子
に対し、準備金を支給します。

令和5年度支給実績　33件
（前年度比：117.9%　前年度実績：28
件）

3
周知に努め、事業を実施
した。

本支援金を活用してもら
えるよう、より一層の周知
等が必要である。

児童扶養手当の申請時等
に制度の周知を図っていく
とともに、母子相談におけ
る経済的な支援として本
制度の案内を行う。

ー こども政策課

2 4 8
母子父子寡婦福祉
資金の貸付

母子家庭、父子家庭等及び寡婦に対し
て経済的自立の助成や児童の福祉の増
進を図ることを目的として資金の貸付を
行います。

新規貸付決定件数：0件
（前年度比：0%、前年度実績：4件）

3 事業の周知に努めた。

経済的支援が必要な母
子・父子家庭の援助の一
環として事業の推進に努
める。

引き続き、制度の周知に
努め、経済的支援が必要
な母子・父子家庭の援助
の一環として事業の推進
に努める。

ー
子育て世代包
括支援セン
ター

2 4 9
母子・父子家庭医
療費助成制度

児童扶養手当・市遺児手当の受給者と
手当対象児童について、医療機関等を
受診された際の、保険診療における自
己負担額を助成します。

受給者数：2,348人（R5年度末時点）
（前年度比：97.5％　前年度実績
2,407人）

該
当
な
し

該当なし 該当なし 該当なし ー 保険医療課
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委員か

らの
意見

担当課

2 5 1

こども家庭総合拠
点事業における児
童虐待防止対策の
実施

利用者支援事業をはじめ関係機関と連
携し、子どもとその家庭及び妊産婦等を
対象に、福祉に関する必要な支援に係る
業務（相談への対応、情報提供、要支
援・要保護児童への支援など）を総合
的に実施します。また、児童虐待対策基
本計画に基づき事業を推進し、その進捗
について検証します。

関係機関と連携し、子どもとその家庭及
び妊産婦等を対象に、福祉に関する必
要な支援に係る業務（相談への対応、
情報提供、要支援・要保護児童への支
援など）を総合的に実施しました。
また、令和5年度より、ヤングケアラー
コーディネーターを1名配置した。

3

こども家庭総合支援拠点
を設置し、関係機関と連携
し、子どもとその家庭及び
妊産婦等を対象に、福祉
に関する必要な支援に係
る業務（相談への対応、情
報提供、要支援・要保護
児童への支援など）を総
合的に実施した。

虐待専門相談員1名、家
庭児童相談員2名、正規
職員（社会福祉士）2名、
ヤングケアラーコーディ
ネーター1名を配置し、相
談体制の充実を図ってい
る。

妊娠期から子育て期にわ
たり、子育てのワンストップ
窓口となるよう、更なる相
談体制の充実を図ります。

ー
子育て世代包
括支援セン
ター

2 5 2 家庭児童相談
家庭における児童問題や家族の相談に
応じ、適切な指導・助言を行います。

970件（延べ件数）
（前年度比：258%、前年度実績：375
件（延べ件数））

3
児童虐待を含む家庭児童
相談の周知に努め、相談・
支援を実施した。

研修会に参加し、相談員
の質の向上に努めた。ま
た、関係機関とのネット
ワーク会議にも多数参加
するなど、適切な関係機関
に繋ぐことも含め、相談者
の問題解決に努めた。

引き続き、研修会等に参
加し、相談員の質の向上
に努める。相談及び対応
が増加したため、相談員
の配置体制の見直しを行
う。

ー
子育て世代包
括支援セン
ター

2 5 3
児童虐待防止のた
めの早期発見・早
期対応

保健、医療、福祉、教育ならびに児童相
談所など児童問題に関連する各関係機
関との連携を強化し、児童虐待の早期
発見と適切で迅速な対応を図ります。

要保護児童対策地域協議会実務者会
議におけるケース実件数：372件
（前年度比：99%、前年度実績375件）

3

要保護児童対策地域協
議会実務者会議を月１回
開催し、関係機関（子育て
世代包括支援センター、保
健センター、児童相談セン
ター、学校教育課、福祉総
務課、警察等）と共に情報
を共有し、児童虐待の早
期発見と適切で迅速な対
応を図った。

児童虐待を早期発見・早
期対応するため、小中学
校・保育園等からの通報
が遅れないよう周知が必
要である。

児童虐待の早期発見・早
期対応を図るため、小中
学校、保育園等の施設に
訪問し、虐待通報への協
力を依頼する。

ー
子育て世代包
括支援セン
ター

2 5 4
要保護家族のフォ
ローケア事業

虐待を受けた子どもの保護・救済だけで
なく、虐待した親・保護者に対するフォ
ローケアについても、要保護児童対策地
域協議会で対応します。

要保護児童対策地域協議会代表者会
年1回開催
要保護児童対策地域協議会実務者会
議
毎月1回開催

3

要保護児童対策地域協
議会実務者会議を月１回
開催し、関係機関（子育て
世代包括支援センター、保
健センター、児童相談セン
ター、学校教育課、福祉総
務課、警察等）と共に情報
を共有し、虐待を受けた子
ども・虐待した親・保護者
のフォローケアに努めた。

実務者会の他にも必要に
応じて、個別のケース会議
を開催し、各機関の役割
分担を決めフォローケアに
努めた。

引き続き、要保護児童対
策地域協議会実務者会
議を中心に関係機関の連
携を図り、被虐待児童等
のフォローケアに努めてい
く。

ー
子育て世代包
括支援セン
ター
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第４章　施策の展開

※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小
基
本
目
標

施
策

N
O

取組み 内容 令和５年度実績
評
価
※

評価理由 現状分析、課題 令和６年度の取組内容
委員か

らの
意見

担当課

2 6 1
発達に合わせた療
育事業

一人ひとりの障がいの程度に合った保
育・療育の機会が得られるようにきめ細
やかな対応に努めます。市内５施設と、
ふれあい総合相談支援センターにて相
談支援、子育て世代包括支援センター
内で出張相談を行います。あさひ学園に
おいては、母子通園による療育支援を行
うとともに、相談支援も行います。

年間の利用者　実数128名
（前年度比：93.4％、前年度実績：137
名）

3

あさひ学園の利用者数は
前年度より減少している
が、近年は増加傾向にあ
る。
市内の６か所での相談支
援及び子育て世代包括支
援センター内で出張相談
は予定どおり実施できた。

強度行動障害の子どもな
ど事業所のみでは対応が
難しい場合があり、障がい
特性の理解、事例検討、相
談支援事業所との連携強
化の必要を感じる。

保育園、幼稚園を対象に
あさひ学園の保育見学を
実施する。
サービス事業所向けの研
修会や事例検討などを行
いサービスの質の向上を
図る。

ー 障がい福祉課

2 6 2
特別な支援を必要
とする子どもへの支
援

障がいのある子どもの自立と社会参加
に向けた主体的な取組みを支援するた
め、子どもが示す困難に対応した教育相
談を実施し、ニーズに合わせた指導や支
援ができるように努めます。こどもこころ
の相談員による相談や、特別支援教育
相談員・学校生活サポーターの配置、関
係特別支援学校による相談などの取組
みを通じて、支援を行います。

こどもこころの相談員による相談：212
回
（前年度比：105.4％、前年度実績：
201回）
［有識者195回、医師17回］
特別支援教育相談員の配置
指導主事による相談
関係特別支援学校による相談

3

特別支援教育に関する相
談について、早期の相談
による就学支援及び医
師、有識者による学校現
場への派遣により適切な
特別支援教育への支援を
行った。

特別な支援を要する児童
生徒が増加傾向にあるた
め、安全な学校生活が送
れるよう支援体制を充実
させる必要がある。

令和5年度と同様に実施 ー 学校教育課

2 6 3
児童クラブにおける
障がい児の受け入
れ推進

集団保育の可能な障がいのある子ども
の受け入れを積極的に行い、障がい児
保育の充実に努めます。また、必要に応
じて職員の加配を検討し、保育支援体
制を整えます。

児童クラブ及び保護者の同意のもと、受
け入れを実施。
対象児童（長期休業のみ利用者含む）
R5年度：54人（前年度比：114.9％、
前年度実績：47人）

3

専門的な見識を持つ指導
員の方の巡回とアドバイス
により適切な配慮や指導
を心掛けながら、前年度に
引き続き受入を実施した。

医療機関により診断され
ていないが特別な対応が
必要な児童もおり、今後も
需要の増加が見込まれ
る。また慢性的な支援員
不足解消や、様々な障が
い児に対する専門的な知
識や経験を持った支援員
の確保も課題。

研修による職員の知識習
得を深める。また新たに巡
回支援アドバイザーを1名
配置し、児童との関わりに
悩む現場への支援を行
い、学校及び保護者と連
携し協力関係をもって対
応する。

ー こども政策課

2 6 4
幼稚園・保育園等
における障がい児
等の受け入れ推進

集団保育の可能な障がいのある子ども
の受け入れを積極的に行い、障がい児
保育の充実に努めます。また、保育園等
では医療的ケア児を受け入れ、支援し、
適正に保育するために「小牧市障がい
児等保育及び支援事業実施要綱」で定
める検討委員会において医療的ケア児
の処遇を検討し、保育支援体制を整え
ます。

【保育事業：保育園、認定こども園2・3
号】
対象者数：137人
（前年度比：116.1％、前年度対象者
数：118人）

【教育事業：幼稚園、認定こども園1号】
対象者数：77人
（前年度比：116.7％、前年度対象者
数：66人）

3
現行の体制の中で、可能
な限り受け入れを行った。

各園で需要に応じた職員
配置（障がい児加配等）
が必要となるが、保育士や
幼稚園教諭の確保が大き
な課題となる。

可能な限り需要に対応で
きるよう継続していく。

ー
幼児教育・保
育課
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第４章　施策の展開

※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小
基
本
目
標

施
策

N
O

取組み 内容 令和５年度実績
評
価
※

評価理由 現状分析、課題 令和６年度の取組内容
委員か

らの
意見

担当課

2 6 5 障害児通所支援

児童発達支援、医療型児童発達支援、
居宅訪問型児童発達支援、放課後等デ
イサービス、保育所等訪問支援により、
日常生活や集団生活のルールなどを学
ぶ身近な療育の場を提供します。

年間の利用者　実数887名
（前年度比：115.9％、前年度実績：
765名）

4
障がい福祉計画における
見込量の571名を上回る
利用があった。

利用ニーズが高く、新しい
事業所も多いため、より一
層のサービスの質の向上
に努める必要がある。

サービス事業所向けの研
修会や事例検討などを行
いサービスの質の向上を
図る。
作成した事業所案内の冊
子を活用して、児童発達
支援や放課後等デイサー
ビス事業所の案内をする。

ー 障がい福祉課

2 6 6
障害児福祉手当・
特別児童扶養手当
の支給

在宅の20歳未満の人で心身に著しく重
度の障がいがあり、日常生活において
特別な介護が必要な人に障害児福祉
手当を支給します。また心身に障がいの
ある在宅の20歳未満の児童を養育して
いる人に、特別児童扶養手当を支給しま
す。

障害児福祉手当受給者　79名
（前年度比：89％、前年度実績：89名）
特別児童扶養手当受給者　397名
（前年度比：102％、前年度実績：391
名）

該
当
な
し

該当なし 該当なし 該当なし ー 障がい福祉課

3 1 1
保育園の適正配
置・整備

本計画や本市の関連計画に基づき、民
間事業者による私立保育園の新設や公
立保育園の統廃合や整備等による保育
園の適正配置・整備を継続して行うこと
で、多様な保育ニーズへの対応を図りま
す。

【（仮称）第一こども園】
（仮称）小牧市立第一こども園建設基
本構想・基本計画を策定した。
（仮称）小牧市立第一こども園等の設
計業者を公募型プロポーザルで選定
し、基本設計等を進めた。

【民間保育所等の誘致】
保育需要の高い中部地区において民間
の小規模保育事業所３施設を誘致し、そ
のうち１施設が令和６年１月４日に開所
した。また、間々原新田地内の市有地に
民間保育所を開設する事業者の公募を
開始した。

【北里保育園・藤島保育園の統合・民営
化】
令和１０年度の開園を目標に事業スケ
ジュール案の作成、事業用地の検討を
行った。

3

本計画及び関連計画であ
る小牧市公共ファシリティ
マネジメント推進計画に基
づき計画的に事業を推進
した。

建築資材の高騰などによ
る建設費用の増大が見込
まれる。保育園を建替える
場合においても、保育は継
続する必要がある。

建替えや統廃合の検討を
加速し、保育ニーズに応え
る保育環境の整備に努め
る。

ー
幼児教育・保
育課
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第４章　施策の展開

※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小
基
本
目
標

施
策

N
O

取組み 内容 令和５年度実績
評
価
※

評価理由 現状分析、課題 令和６年度の取組内容
委員か

らの
意見

担当課

3 2 1
幼児教育・保育の
無償化
【再掲】

国の実施する幼児教育・保育の無償化
に加え、市独自の制度として０歳児から
２歳児までの保育料の無償化と第３子
以降の子どもの副食費の免除を実施し
ます。新制度未移行の幼稚園を利用し
ている同一生計世帯の子どものうち、第
３子以降の子どもの保育料の無償化上
限額25,700円（月額）を超えた額を補
助します。

【副食費免除：市基準】
（保育事業：保育園、認定こども園２号）
延べ対象者数：1,066 人
（前年度比：90.4％、前年度実績：
1,179人）

（教育事業：幼稚園、認定こども園１号）
月延べ対象者数：275人
（前年度比137.5％、前年度実績：200
人）

（未移行幼稚園）
月延べ対象者数：1,657人
（前年度比95.6％、前年度実績：
1,733人）

【第三子補助：未移行幼稚園】
月延べ対象者数：64人
（前年度比：90.1％、前年度実績：71
人）

3
市独自基準の対象者の把
握を行い、適切に補助する
ことができた。

適切な補助に努める。
今後も継続して取り組ん
でいく。

ー
幼児教育・保
育課

3 2 2
保育サービスの充
実

保育ニーズの変化に対応するため、一
時保育や延長保育、休日保育など、多
様な保育サービスを実施します。

【一時保育】
基本目標２ 施策１ 「No.2,3 一時預か
り事業」のとおり

【延長保育】
実利用者数：295人
（前年度比98.0％、前年実績：301人）

【休日保育】
延べ利用者数：220人
（前年度比148.6％、前年度実績：148
人）

3

保護者が必要な時に利用
できるよう受入れ体制を
整え、休日保育については
令和4年度より利用者数
は増加した。

需要に対応するための人
材確保等が課題となる。

可能な限り需要に対応で
きるよう継続していく。

ー
幼児教育・保
育課
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第４章　施策の展開

※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小
基
本
目
標

施
策

N
O

取組み 内容 令和５年度実績
評
価
※

評価理由 現状分析、課題 令和６年度の取組内容
委員か

らの
意見

担当課

3 2 3
教育・保育の質の
向上

教育・保育の質の向上、幼稚園教諭・保
育士・保育教諭の専門性の向上、質の
高い人材の安定的な確保のため、幼稚
園教諭・保育士・保育教諭の処遇など
の改善や研修体制の充実に積極的に取
組みます。タブレット端末などのＩＣＴ機器
の配備や保育支援システムの導入など、
保育園環境の向上を図ります。併せて保
育園の建替え、統合や民営化を検討し、
保育士の適正配置に努めます。また、安
定的な給食提供体制を整えるため、調
理業務等の委託を推進します。

【教育・保育の質の向上】
公私問わず広く参加を呼びかけ、全体
研修、年齢別研修などを実施し、幼児教
育・保育の質の向上に努めた。
研修実施回数：71回
（前年度比142.0％、前年度実績：50
回）
　
【保育環境の向上】
保育支援システム（コドモン）の利用機
能を順次拡大し、業務の効率化に努め
た。

【保育園の適正配置】
基本目標３施策３ 「No.1保育園の適正
配置・整備」のとおり

【調理業務等の委託の推進】
令和5年度は、2園の委託を実施（三ツ
渕北、大城）

3

【教育・保育の質の向上】
会場で実施される研修の
ほか、ウェブ上で実施され
る研修に参加するなど、令
和4年度より研修の実施
回数が増加した。

【保育環境の向上】
指導案や連絡帳機能な
ど、利用する機能を拡大
し、保護者の利便性向上
や保育士の負担軽減を
図った。

【調理業務等の委託の推
進】
委託化計画に基づき、2園
の委託を実施することが
できた

【教育・保育の質の向上】
私立幼稚園では、愛知県
や（公財）全日本私立幼
稚園幼児教育研究機構、
（公社）愛知県私立幼稚
園連盟等が主催する各種
研修会に加え、各園の教
育方針や特色ある教育に
応じた各種研修に積極的
に参加しているが、研修に
参加するため、勤務体制
の確保が必要となる。

【保育環境の向上】
　ICT機器に不慣れな職
員への支援を継続する必
要がある。

【調理業務等の委託の推
進】
　委託化した園においても
安定的な給食提供をする
ことが出来ている。

【教育・保育の質の向上】
市内の教育・保育の質の
向上のため、公私問わず、
市内全ての保育施設と幼
稚園の積極的な参加を推
進する必要がある。

【保育環境の向上】
　今後も継続して取り組ん
でいく。

【調理業務等の委託の推
進】
　今後も継続して取り組ん
でいく。

あり
幼児教育・保
育課

3 2 4
私立幼稚園への支
援

私立幼稚園が園の振興と幼児教育の
増進を図るために実施する事業や、私立
幼稚園連合協議会が人材育成のため
に実施する情報交換や研修などの各種
事業を支援します。

各園および私立幼稚園連合協議会に対
し、幼児教育の増進、園児の安全確保
及び園の振興を図ることを目的とし、必
要な経費の一部を補助した。
R5年度補助実績額：5,382,920円
（前年度比：92.6％、前年度補助実績
額：5,812,488円）

3
「小牧市私立幼稚園運営
費等補助金交付要綱」に
基づき、適切に執行した。

幼児教育・保育の無償化
制度の導入により、市との
情報共有・連携がより一
層重要になってきている。

今後も継続して取り組ん
でいく。

ー
幼児教育・保
育課

3 2 5
認定こども園化の
支援

私立幼稚園の認定こども園化に向け、
事業者に対する支援を行います。

相談があった園に対し、事務手続きや制
度説明等を行った。

3
相談があった園の事情に
応じて、対応することがで
きた。

活用できる各種補助制度
の情報提供や事務手続き
や制度説明などを行い、
個別に対応している。

今後も必要に応じて、支援
していく。

ー
幼児教育・保
育課

29



第４章　施策の展開

※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小
基
本
目
標

施
策

N
O

取組み 内容 令和５年度実績
評
価
※

評価理由 現状分析、課題 令和６年度の取組内容
委員か
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担当課

3 2 6
小中学校との連携
の推進

幼稚園・保育園・認定こども園・小学校・
中学校が参加する幼年期教育連携推
進会議での検討を踏まえながら、幼児
教育・小中学校教育の連携の強化と質
の向上への取組みを推進します。

幼年期教育連携推進会議を開催した。
R5年度研修参加者数：119人　(※研
修受講報告より)
（前年度比：156.6％。前年度実績：76
人）

3

過去の研修内容を加味
し、より充実したことで令
和4年度を上回る参加者
数となった。

子ども達の連続した学び
を共通のものとし、幼稚
園、保育園、小中学校がそ
れぞれ取り組んでいること
を理解し合うための研修
内容について、検討してい
く必要がある。

今後も継続して取り組ん
でいく。

あり
幼児教育・保
育課

3 2 7
保育園等の公私格
差の是正

私立保育園等の保育士不足の解消や、
モチベーション向上を図り、安全安心で
より良い保育サービスを提供するため、
新たな補助制度を創設します。

保育士の処遇改善を目的に私立保育
園等に対して補助を行った。
保育園7園 17,529,416円
認定こども園2園 2,932,162円
小規模保育事業所15園 9,146,785
円

3

「小牧市保育園等公私格
差是正事業費補助金交
付要綱」に基づき、適切に
執行した。

適切な補助に努める。
今後も継続して取り組ん
でいく。

ー
幼児教育・保
育課

3 2 8
土曜日の共同保育
の実施

働き方改革や処遇改善などを推進し、
保育士がやりがいを持って働き続けるこ
とのできる職場環境を整備するととも
に、安定的な保育体制を整えるため、土
曜日の共同保育を実施します。

R4年10月より3園（北里・小木・藤島保
育園）にて先行実施した。
R5年10月より全園（公立保育園14園
＋こすも）にて実施した。

3

令和4年10月より先行実
施した3園から問題点等
を精査し、計画どおり令和
5年10月より残り公立園
全園にて実施することが
できた。

園児が不安にならないよ
う保育士間での情報共有
をより一層強化していく必
要がある。

今後も継続して取り組ん
でいく。

ー
幼児教育・保
育課

4 1 1 親子健康手帳交付

親子健康手帳の交付の機会を捉え、父
親と母親との協力関係の構築、育児不
安などの軽減を図ります。小牧市独自の
親子健康手帳を活用することで、父親や
母親としての意識を高め、「二人で子育
て」ができるよう、また、子どもが「愛され
て成長してきたこと」を実感し、「命の大
切さ、尊さ」を学べるよう支援します。

妊娠届出者数：983件
（前年度比：100%、前年度実績：979
件）

該
当
な
し

該当なし 該当なし 該当なし ー
子育て世代包
括支援セン
ター

4 1 2 妊婦健康診査事業

母子ともに健康で、安全・安心に出産を
迎えられるよう、妊娠中の定期的な健康
診査により、母子の健康管理を支援しま
す。（多胎妊婦は妊婦健康診査受診票
を5枚追加交付）

対象者数：1,070人
（前年度比：101%、前年度実績：
1051人）
健診実施総回数：11,906件
（前年度比：92%、前年度実績：
12906件）

該
当
な
し

該当なし 該当なし 該当なし ー
子育て世代包
括支援セン
ター
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委員か

らの
意見

担当課

4 1 3 離乳食教室
離乳食教室を開催し、各時期に応じた
適切な離乳ができるよう指導・助言を行
います。

動画配信や個別で電話相談、面接など
も継続しつつ、教室を開催した。ごっくん
教室113名(前年比143％)、かみかみ
教室52名(前年比133％)

3

児童館訪問型を廃止した
ため、教室参加者は増加
しているが、離乳食指導・
相談を行った市民に関し
ては例年並みであると判
断したため。

配信等教室内容を広く
SNSなどで情報提供しつ
つ、教室も継続。ポピュ
レーション性の高いごっく
ん教室に関しては定員を
超える申し込みがある一
方、個別性が高くなる離乳
後期は、教室よりも個別相
談の需要が高い。

配布資料、市ホームペー
ジの刷新を行い、引き続き
市民が常に新しい情報を
入手しやすいよう心がける
とともに、教室に関しては
試食は行わず継続する。

ー 保健センター

4 1 4
産前産後ヘルパー
事業

妊娠中から産後６ヶ月（双子以上の場
合は12ヶ月）にかけて、母親の体調不
良などの理由により家事を行うことが困
難で、家族からの援助も十分受けられな
い場合に、市が委託する事業者からヘ
ルパーを自宅に派遣し、家事の援助を
行います。

支援を必要としている家庭（実14件）に
対して、延83時間支援を実施。
（前年度実績：支援を必要としている家
庭（実26件）に対して、延222時間支援
を実施）

3
事業の周知に努め、希望
者に対してヘルパーを派
遣し、負担軽減に努めた。

親子健康手帳交付時に産
前産後ヘルパー事業につ
いて、必要な家庭が利用
できるよう周知している。

引き続き、親子手帳健康
交付時に周知を図ってい
く。

ー
子育て世代包
括支援セン
ター

4 1 5
妊娠期の支援講座
の開催

妊娠期を中心に妊婦、親子が参加でき
る支援講座を開催することで、子育ての
孤立化を防ぎ、育児の楽しさが感じられ
るよう支援します。また、妊産婦だけでな
く、妊婦の家族や父親が参加できる講
座も開催し、育児参加を支援します。

妊婦とその家族応援講座「あつまれ！た
まごファミリー」
参加人数139人、年6回

3

妊娠期を中心に妊婦、親
子が参加できる支援講座
を開催した。妊産婦だけで
なく、妊婦の家族や父親が
参加できる講座とし、育児
参加を支援した。

参加者アンケートでは休
日開催により両親で参加
できてよかったという意見
があったが月により少ない
日もあったため周知をして
いく。

引き続き、周知を図ってい
くとともに、今後も妊娠期
の家族や父親が参加でき
るように、父親の妊婦体験
や、交流会という内容も考
える。

ー
子育て世代包
括支援セン
ター

4 1 6 こまき祖父母手帳
今と昔の育児の違いや祖父母世代が利
用できる相談窓口・社会資源等を周知
し、祖父母世代の孫育てを支援します。

配布数3,500冊
子育て世代包括支援センター、各児童
館の窓口に設置。
（前年度比：233%、前年度実績1500
冊）令和4年度より配布開始

3
希望者に対して配布し、祖
父母世代の孫育てを支援
します。

親子健康手帳交付時に、
実家義実家と関わりがあ
る家庭向けに周知してい
る。

引き続き、親子手帳健康
交付時に周知を図ってい
く。

ー
子育て世代包
括支援セン
ター

4 1 7
こまき巡回バス「こ
まくる」のマタニティ
フリーパスの配布

妊産婦を対象にこまき巡回バス「こまく
る」を無料で乗車することができるフリー
パスを配布し、妊産婦の外出を支援しま
す。

利用者4,248人（延人数）
（前年度比：234%、前年度実績1,809
人（延人数））

3
マタニティフリーパスを妊
婦全員に配布し、妊婦・産
婦の外出支援をした。

妊婦全員にマタニティフ
リーパスを配布し、妊婦・
産婦の外出支援を行っ
た。利用も増えている。

引き続き、親子手帳健康
交付時に周知を図ってい
く。

ー
子育て世代包
括支援セン
ター

4 1 12
すくすく子育て応援
事業
【再掲】

国の伴走型相談支援及び出産・子育て
応援給付金の一体的実施事業の開始
に伴い、妊娠期から子育て期にかけて相
談支援体制を充実し、経済的支援を行
います。

出産応援ギフト：1,433名（うち遡及分：
523名）子育て応援ギフト：815名（うち
遡及分：529名）

3
対象者に対して適切に経
済的支援を実施し、伴走
型相談支援を実施した。

経済支援を行うことで、申
請に必要な面談・訪問へ
つなげることができる。そ
のため育児状況の把握が
可能になり必要な支援を
行う。

引き続き、一体的な支援を
行っていく。

ー
子育て世代包
括支援セン
ター
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担当課

母乳相談：161件
（前年度比：95%、前年度実績168件）
児童館巡回育児相談：416件
（前年度比：93%、前年度実績445件）

3

事業の周知に努め、育児
に関する相談を行い、育児
不安の軽減を図った。

事業の周知に努め、相談
内容・相談場所など対象
者の個別性に配慮してい
く必要がある

引き続き、相談者の個別
性を重視しながら子育て
期における相談対応を
行っていく。

ー
子育て世代包
括支援セン
ター

臨床心理士による発達相談：229件
作業療法士による運動発達相談：58件
育児相談電話「こまねっと」：11件
育児相談電話：37件

3
ここ数年は、大きな増減は
見られず、一定の相談件
数となっています。

新型コロナウイルス感染
症感染拡大時に比べ、社
会生活が通常に戻ったこ
とからほぼ横ばいの状況
となっています。

引き続き、健診等で心配
があれば気軽に相談でき
ることを伝え、支援してい
きます。

ー 保健センター

4 2 2 産後ケア事業

産後、母親の体調不良や育児不安があ
り家族から十分な援助が受けられない
産後12ヶ月未満の母子を対象に、市と
契約している産婦人科医療機関等で、
心身のケアや育児サポートなどきめ細や
かな支援（ショートステイ、デイケア、アウ
トリーチ）を実施します。併せて流産・死
産を経験された方も利用することができ
ることを周知します。

　ショートステイ　実45組　延148日
（前年度実績：実48組　延199日）
　デイケア　実12組　延19日
（前年度実績：実10組　延15日）
　アウトリーチ　実77組　延190日
（前年度実績：実21組　延35日）

4

事業の周知に努め、令和
5年度はアウトリーチ（訪
問型）の産後ケアサービス
を受ける方が増加した。

医療機関での産後ケア
サービス（ショートステイ、
デイケア）の希望者がいる
一方で、近年、家庭での産
後ケアサービス（アウト
リーチ）を希望する方も増
えており、市民の要望に
沿ったきめ細やかな支援
を実施することができてい
る。

親子健康手帳交付時や各
相談対応時に事業の紹介
をすることで、周知を図っ
ていく。

ー
子育て世代包
括支援セン
ター

4 2 3
乳児家庭全戸訪問
事業

育児をスタートしたばかりの不安の大き
い時期に保健連絡員等が訪問し、親子
の成長を見守るとともに、必要な家庭に
対し専門的、継続的支援につなげます。

対象913人中、732人に訪問を実施。
（実施率80.2％）
そのうち、継続支援につながったケース
28件。
[R4年度実績　対象者978人中、784
人に訪問を実施（実施率80.2％）]

3
赤ちゃん訪問を受けられた
割合は昨年度と同程度に
とどまった。

訪問した割合は昨年度と
同程度であったが、赤ちゃ
ん訪問を実施する保健連
絡員の担い手数は、減少
しつつある。今後、担い手
の育成や実施内容につい
て検討していきます。

親子が孤立しないよう見
守り、支援につなげる地域
づくりについて、保健連絡
員等と検討していきます。

ー 保健センター

4 2 4 養育支援訪問事業
育児支援が必要な方を対象に助産師
が訪問し、継続的な支援を進めます。

訪問世帯数：1,050件
（前年度比：168%、前年度実績：622
件）

4

令和5年2月より、小牧市
すくすく子育て応援事業に
よる伴走型支援が開始さ
れ、訪問件数が増加した。

伴走型支援の開始により、
育児状況の把握が可能に
なり必要な支援へつなげ
ることができた。様々な事
情の家庭があり家族の多
様性がみられるため、柔軟
な対応が必要である。

引き続き、各家庭のニーズ
に応じた相談支援を行う。
また、自ら相談につながる
ことができない母や家族
の潜在化した問題に対し
ての対応も重視していく。

ー
子育て世代包
括支援セン
ター

4 2 1 育児相談

発達相談・運動発達相談や、母乳相談、
児童館で開催する育児相談、育児相談
専用電話「こまねっと」等を通じて育児
に関する相談を行い、育児不安の軽減

を図ります。
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※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小
基
本
目
標

施
策

N
O

取組み 内容 令和５年度実績
評
価
※

評価理由 現状分析、課題 令和６年度の取組内容
委員か

らの
意見

担当課

4 2 5
保健師・栄養士・歯
科衛生士による訪
問

育児不安の軽減を図るために訪問し、
必要な支援を実施します。

育児不安の軽減を図るために専門職が
家庭訪問し、必要な支援を実施しまし
た。
栄養士訪問実績25件(前年度比：
45％、前年度実績55件）
保健師訪問実績833件(前年度比：
117％、前年度実績709件）

3
年々、個別に支援を必要と
する親子が増加していま
す。

ハイリスク妊婦や精神疾
患の持病がある保護者の
訪問等、近年、増加傾向と
なっています。

引き続き、妊娠期から切れ
目ない個別の支援をすす
めていきます。

ー 保健センター

4 2 6
乳幼児健康診査・
歯科健康診査

ほぼ全ての親子と会うことができる健康
診査において、疾病の早期発見のみな
らず乳幼児の心と体の成長・発達を保
護者と確認するとともに、育児支援に視
点をおいた健康診査を進めます。

乳幼児健診時では乳幼児の成長発達
を保護者と確認し、育児支援の視点を
重視した健康診査を実施しました。
4か月児健診44回
1歳6か月児健診36回
2歳3か月児歯科健診24回
3歳児健診36回

3

健診の機会を疾病の早期
発見・早期治療の場だけ
でなく、育児支援を重視し
た健診の場として実施しま
す。

新型コロナウイルス感染
症が5類となり規制が緩
和されたが、保護者の就
労や、長期入院児、医療的
ケア児等の理由から受診
率は高止まりの状況となっ
ています。

引き続き未受診勧奨など
行いながら、全ての親子の
状況を把握し、必要に応じ
て支援していきます。

ー 保健センター

4 2 7 母親歯科健康診査

産後、口腔内環境が悪化しやすい母親
に対し、歯科疾患の早期発見、早期治療
を図るとともに、子どもへの感染予防を
図るため、母親を対象とした歯科健診を
行います。

口腔内環境が悪化しやすい産婦の歯科
疾患の予防及び歯科疾患の早期発見・
早期治療を目的として、4か月児健診に
併せ、保護者の歯科健診を実施し、個々
の結果に応じて個別指導を実施し、行動
変容を促しました。
年44回実施、受診者数　863人

該
当
な
し

該当なし 該当なし 該当なし ー 保健センター
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第４章　施策の展開

※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小
基
本
目
標

施
策

N
O

取組み 内容 令和５年度実績
評
価
※

評価理由 現状分析、課題 令和６年度の取組内容
委員か

らの
意見

担当課

4 2 8 予防接種

適切な時期に予防接種ができるように
個別通知を行い、感染の恐れのある疾
病の罹患予防及び蔓延の予防を図りま
す。

適切な時期に予防接種ができるよう予
診票を送付して支援に努めた。健診等
で来所した際に接種歴を確認し、未接
種者に対し指導と助言を行った。未受診
者への通知や、就学時健診時にお知ら
せを渡すことも行った。BCG98.8%、麻
しん風しん混合第１期94.8%、麻しん風
しん混合第２期90.1%(R5年分集計
中）
前年度実績：BCG103.2%、麻しん風し
ん混合第１期95.9%、麻しん風しん混
合第２期90.2%（※厚生労働省が予防
接種の統計を行う時に用いている「標準
的な接種年齢期間の総人口から求め、
これを12ヶ月相当人口に推計する」とい
う考えに則って母数を決めているため
100%を超えることもあります。)

該
当
な
し

該当なし 該当なし 該当なし ー 保健センター

4 2 9
アニバーサリー事
業

「アニバーサリー事業」として、子育て世
代包括支援センター及び市内児童館に
おいて１歳のお誕生日の節目に絵本等
をプレゼントし、その機会に情報提供や
育児相談を行い、必要に応じて関係機
関と連携して継続支援します。

807件（84.6%）
（前年度比：98%、前年度実績：821件
（80.3%））

3

事業の周知に努め、来所
者の相談支援を実施する
とともに、児童館利用を促
し、子育ての孤立予防に
努めた。

昨年度と比べて来所率が
増加した。

来所者の増加が見込まれ
る、親子が安心して児童館
の支援室の利用、相談が
できるように実施していく。

ー
子育て世代包
括支援セン
ター

4 2 10 自己肯定感の醸成

「世界でかけがえのない　たったひとつ
の大切な命」であることを自分自身が知
り、ありのままの自分を受け入れ、いのち
を大切にできるよう、市内の小中学校に
おいて「小牧市生と性のカリキュラム」を
推進するとともに、地域や乳幼児を持つ
保護者にも働きかけます。

子どもの自己肯定感がどのように高め
られるかをわかりやすく説明した動画を
配信し、乳幼児を持つ親と親子を支える
地域の人々に伝えた。　また、市内の小
中学校において「小牧市生と性のカリ
キュラム＝小学校・中学校版＝」を推進し
た。(小学校16校、中学校8校、高等学
校3校)ほかに、幼児親子、小学生親子
を対象に講座を実施した。

4
市内小・中・高等学校の連
携し「生と性のカリキュラ
ム」を実施している。

子どもを取り巻く環境の変
化から、自分のからだを大
切にする、自分を守る気持
ちを就学前から育めるよ
う、今後は幼年期での性
教育が必要と考える

引き続き、小学校、中学
校、高等学校と連携し実
施していきます。また小学
２年生の授業については
学校公開日に実施し、保
護者も受講してもらい親
子での自己肯定感を高め
られるように取り組みます。
令和6年度は幼年親子を
対象に性教育の機会を設
け実施していきます。（幼
児期出前講座）

ー 保健センター
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第４章　施策の展開

※評価…４：計画を実施（見込以上/例年以上）　３：計画を実施（見込並/例年並）　２：計画を実施（見込未満/例年未満）　１：計画不実施/縮小
基
本
目
標

施
策

N
O

取組み 内容 令和５年度実績
評
価
※

評価理由 現状分析、課題 令和６年度の取組内容
委員か

らの
意見

担当課

4 2 11
すくすく子育て応援
事業
【再掲】

国の伴走型相談支援及び出産・子育て
応援給付金の一体的実施事業の開始
に伴い、妊娠期から子育て期にかけて相
談支援体制を充実し、経済的支援を行
います。

出産応援ギフト：1,433名（うち遡及分：
523名）子育て応援ギフト：815名（うち
遡及分：529名）

3
対象者に対して適切に経
済的支援を実施し、伴走
型相談支援を実施した。

経済支援を行うことで、申
請に必要な面談・訪問へ
つなげることができる。そ
のため育児状況の把握が
可能になり必要な支援を
行う。

引き続き、一体的な支援を
行っていく。

ー
子育て世代包
括支援セン
ター
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教育・保育等の量の見込みと確保の内容 

 

【量の見込みと確保の内容について】 

 第２期小牧市子ども・子育て支援事業計画（以下「本計画」という。）は子ども・子

育て支援法に基づき、教育・保育、地域子ども・子育て支援事業のそれぞれの量の見込

み並びにそれに対応する提供体制の確保の内容及び実施時期を定めています。 

「教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の量の見込み」とは、子ども・子育て支

援に係る現在の利用状況及び潜在的なニーズを含めた利用希望を踏まえ、幼稚園、認定

こども園、保育園、放課後児童クラブなどについて必要となる利用人数を見込むことを

いいます。 

本計画においては平成３１年１月に実施した「小牧市子ども・子育てに関するアンケ

ート調査」をもとに、事業の利用実績や現在の供給体制、今後の動向などを踏まえ、各

事業の「量の見込み」を設定しています。 

また、各年度の「量の見込み」に対応した提供体制（利用定員など）を「確保の内容」

として記載しています。 

 

【実績報告書について】 

 

 実績報告書では、各事業の上段の表（Ⓐ）に本計画策定時の「量の見込み」と「確保

の内容」を【見込み】として記載しています。 

 下段の表（Ⓑ）は、各年度の利用実績及び実際に確保できた「確保の内容」を【実績】

として掲載しています。 

 ※本計画策定時からの状況の変化などにより、ⒶとⒷの表で「確保の内容」に差異が

ある場合があります。 

Ⓐ 

Ⓑ 
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（１）教育事業の見込みと確保の方策

事業名

●全市

見込み 　単位（人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

2,106 2,054 2,002 1,950 1,898

１　号 1,685 1,645 1,604 1,563 1,522

２　号 421 409 398 387 376

2,559 2,559 2,551 2,551 2,551

453 505 549 601 653

実績（各年度５月１日現在の利用実績） 　単位（人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

1,518 1,342 1,300 1,260

１　号・新１号 1,203 1,045 971 962

新２号 314 297 328 297

新3号 1 0 1 1

2,559 2,559 2,551 2,331

1,041 1,217 1,251 1071 0

備考

●東部地区

見込み　　　　　　　 　単位（人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

1,011 986 961 937 911

１　号 809 790 770 751 731

２　号 202 196 191 186 180

1,229 1,229 1,221 1,221 1,221

218 243 260 284 310

実績 　単位（人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

491 448 436 407

１　号・新１号 331 308 300 287

新２号 159 140 135 119

新3号 1 0 1 1

1,229 1,229 1,221 1,001

738 781 785 594 0

備考

３　教育・保育の量の見込みと提供体制の確保

幼稚園、認定こども園 提供区域 ３区域

事業内容

●学校教育法に基づき、幼児を保育し、適当な環境を与えて、その心身の発達を助長する幼児教
育を実施する事業

●全市域の幼稚園は9園（公立1園、私立8園）

●全市域の認定こども園数は2か所

①量の見込み（市内）

内　訳

②確保の内容

②－①

①実績

内　訳

②確保の内容

②－①

①量の見込み（市内）

内　訳

②確保の内容

②－①

①実績

内　訳

②確保の内容

②－①

令和5年度よりあおぞら幼稚園が新制度幼稚園へ移行した。認可定員310人だったが利用定員90人と設定されたため、確保の量
が220人の減となっている。
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●中部地区

見込み　　　　　　　 　　　　　単位（人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

840 819 798 777 757

１　号 672 656 639 623 607

２　号 168 163 159 154 150

1,020 1,020 1,020 1,020 1,020

180 201 222 243 263

実績 　単位（人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

837 734 701 692

１　号・新１号 694 592 533 535

新２号 143 142 168 157

新3号 0 0 0 0

1,020 1,020 1,020 1,020

183 286 319 328 0

備考

●西部地区

見込み　　　　　　　 　　　　　単位（人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

255 249 243 236 230

１　号 204 199 195 189 184

２　号 51 50 48 47 46

310 310 310 310 310

55 61 67 74 80

実績 　単位（人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

190 160 163 161

１　号・新１号 178 145 138 140

新２号 12 15 25 21

新3号 0 0 0 0

310 310 310 310

120 150 147 149 0

備考

①量の見込み（市内）

内　訳

②確保の内容

②－①

①実績

内　訳

②確保の内容

②－①

①量の見込み（市内）

内　訳

②確保の内容

②－①

①実績

内　訳

②確保の内容

こども･子育て会議での意見

②－①

確保の内容（提供体制）

備考（課題・問題点等）
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（２）保育事業の見込みと確保の方策

事業名

●全市

見込み 単位（人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

2,179 2,256 2,217 2,296 2,303

2,344 2,339 2,339 2,339 2,339

165 83 122 43 36

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

142 147 147 151 162

160 161 164 164 176

保育園・認定こども園 103 103 103 103 103

地域型保育 57 58 61 61 73

18 14 17 13 14

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

871 902 908 940 970

982 986 984 984 1,010

保育園・認定こども園 745 750 750 750 750

地域型保育 237 236 234 234 260

111 84 76 44 40

実績 単位（人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

1,802 1,780 1,763 1,721

2,344 2,339 2,339 2,339

542 559 576 618 0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

50 52 65 70

保育園・認定こども園 38 37 43 43

地域型保育 12 15 22 27

160 161 163 164

110 109 98 94 0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

797 786 740 807

保育園・認定こども園 606 598 582 619

地域型保育 191 188 158 188

982 986 985 984

185 200 245 177 0

備考

３　教育・保育の量の見込みと提供体制の確保

保育園、認定こども園、地域型保育事業 提供区域 ３区域

事業内
容

●児童福祉法に基づき、保護者の労働、疾病等の理由で、家庭において乳幼児を保育することができない保護者
に代わって、その乳幼児の心身の健全な発達をめざし保育することを目的とする事業

●全市域の保育園は21か所

●中部地区に地域型保育事業（小規模保育事業）は17か所

●全市域の認定こども園数は２か所

＜２号認定＞

①量の見込み

②確保の内容

②－①

＜３号認定：０歳児＞

①量の見込み

②確保の内容

内　訳

②－①

＜３号認定：１～２歳児＞

①量の見込み

②確保の内容

内　訳

②－①

＜２号認定＞

①実績

②確保の内容

②－①

＜３号認定：０歳児＞

①実績

内　訳

②確保の内容

②－①

＜３号認定：１～２歳児＞

①実績

内　訳

②確保の内容

②－①

令和５年度以降に利用定員数を変更した施設は以下のとおり
●中部地区
R5.4.1～すくすくnursery小牧kids　３号認定（１歳児）１人減少（０歳児）１人増加
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●東部地区

見込み 単位（人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

442 458 459 475 477

484 484 484 484 484

42 26 25 9 7

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

25 26 25 26 26

28 28 28 28 28

3 2 3 2 2

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

152 157 158 163 164

171 171 171 171 171

19 14 13 8 7

実績 単位（人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

311 294 265 258

464 464 464 464

153 170 199 206 0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

5 3 8 2

28 28 28 28

23 25 20 26 0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

118 113 109 130

171 171 171 171

53 58 62 41 0

備考

＜２号認定＞

①量の見込み

②確保の内容

②－①

＜３号認定：０歳児＞

①量の見込み

②確保の内容

②－①

＜３号認定：１～２歳児＞

①量の見込み

②確保の内容

②－①

＜２号認定＞

①実績

②確保の内容

②－①

＜３号認定：０歳児＞

①実績

②確保の内容

②－①

＜３号認定：１～２歳児＞

①実績

②確保の内容

②－①
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●中部地区

見込み 単位（人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

1,327 1,374 1,371 1,421 1,425

1,452 1,447 1,447 1,447 1,447

125 73 76 26 22

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

98 102 103 105 117

111 112 115 115 127

認定こども園・保育園 54 54 54 54 54

地域型保育 57 58 61 61 73

13 10 12 10 10

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

567 588 592 614 642

640 644 642 642 668

認定こども園・保育園 403 408 408 408 408

地域型保育 237 236 234 234 260

73 56 50 28 26

実績 単位（人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

1,157 1,152 1,159 1,149

1,452 1,447 1,447 1,447

295 295 288 298 0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

37 41 46 62

保育園・認定こども園 25 26 24 35

地域型保育 12 15 22 27

111 112 114 115

74 71 68 53 0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

531 548 509 547

保育園・認定こども園 340 360 351 359

地域型保育 191 188 158 188

640 644 643 642

109 96 134 95 0

備考

＜２号認定＞

①量の見込み

②確保の内容

②－①

＜３号認定：０歳児＞

①量の見込み

②確保の内容

内　訳

②－①

＜３号認定：１～２歳児＞

①量の見込み

②確保の内容

内　訳

②－①

＜２号認定＞

①実績

②確保の内容

②－①

＜３号認定：０歳児＞

①実績

内　訳

②確保の内容

②－①

＜３号認定：１～２歳児＞

①実績

内　訳

②確保の内容

②－①

令和５年度以降に利用定員数を変更した施設は以下のとおり
●中部地区
R5.4.1～すくすくnursery小牧kids　３号認定（１歳児）１人減少（０歳児）１人増加
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●西部地区

見込み 単位（人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

410 424 406 420 421

428 428 428 428 428

18 4 22 8 7

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

19 19 19 20 19

21 21 21 21 21

2 2 2 1 2

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

152 157 158 163 164

171 171 171 171 171

19 14 13 8 7

実績 単位（人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

334 334 339 314

428 428 428 428

94 94 89 114 0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

8 8 11 6

21 21 21 21

13 13 10 15 0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

148 125 122 130

171 171 171 171

23 46 49 41 0

備考

＜２号認定＞

①量の見込み

②確保の内容

②－①

＜３号認定：０歳児＞

①量の見込み

②確保の内容

②－①

＜３号認定：１～２歳児＞

①量の見込み

②確保の内容

②－①

＜２号認定＞

①実績

②確保の内容

②－①

確保の内容（提供体制）

備考（課題・問題点等）

こども･子育て会議での意見

＜３号認定：０歳児＞

①実績

②確保の内容

②－①

＜３号認定：１～２歳児＞

①実績

②確保の内容

②－①
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（１）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の見込みと確保の方策

見込み 単位（人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①量の見込み １年生 480 470 455 435 414

２年生 437 431 412 395 381

３年生 380 375 359 344 332

４年生 281 280 264 254 247

５年生 174 174 165 159 151

６年生 77 77 78 75 65

合　計 1,829 1,807 1,733 1,662 1,590

合　計 2,449 2,449 2,418 2,418 2,418

内通年利用 1,652 1,652 1,652 1,652 1,652

620 642 685 756 828

実績 単位（人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①実績 １年生 524 538 469 508

２年生 445 476 491 429

３年生 388 364 406 417

４年生 276 268 275 297

５年生 155 139 173 148

６年生 75 55 70 71

合　計 1,863 1,840 1,884 1,870 0

合　計 2,449 2,547 2,418 2,418

内通年利用 1,652 1,689 1,685 1,685

586 707 534 548 0

②－①

※週６日開所している児童クラブを毎日利用すると登録する児童を６／６人＝１人、週５日利用すると登録す
る児童を５／６人と数えています。（以下「実績」も同じ。）

（通年、長期休業
期間利用者を含
む）

②確保の内容

②－①

②確保の内容

4 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保

事業名
放課後児童健全育成事業

提供区域 小学校区
（放課後児童クラブ）

事業内容

●昼間保護者が就労などで家庭にいない小学校に就学している児童を対象として、放課後等に家庭に
代わる適切な遊びと生活の場を提供し、放課後児童の健全育成を図る事業

●16小学校区で実施

（通年、長期休業
期間利用者を含
む）
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①量の見込の内容＜小学校区＞

見込み 単位（人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

１年生 25 25 24 23 22

２年生 29 29 27 26 25

３年生 18 18 17 16 16

４年生 16 16 15 15 14

５年生 6 6 6 6 5

６年生 8 8 8 7 7

合　計 102 102 97 93 89

１年生 31 31 29 28 27

２年生 30 30 28 27 26

３年生 24 24 23 22 21

４年生 18 18 17 16 16

５年生 12 12 11 11 10

６年生 7 7 7 6 6

合　計 122 122 115 110 106

１年生 45 43 43 41 38

２年生 41 40 39 37 36

３年生 31 30 29 28 27

４年生 19 19 18 17 17

５年生 18 18 17 16 16

６年生 6 6 6 6 5

合　計 160 156 152 145 139

１年生 19 19 18 17 17

２年生 30 30 28 27 26

３年生 24 24 23 22 21

４年生 16 16 15 15 14

５年生 8 8 8 7 7

６年生 7 7 7 6 6

合　計 104 104 99 94 91

１年生 39 38 37 35 34

２年生 34 33 32 31 30

３年生 29 29 27 26 25

４年生 19 19 18 17 17

５年生 12 12 11 11 10

６年生 7 7 7 6 6

合　計 140 138 132 126 122

１年生 22 22 21 20 19

２年生 21 21 20 19 18

３年生 11 11 10 10 10

４年生 18 18 17 16 16

５年生 13 13 12 12 11

６年生 7 7 7 6 6

合　計 92 92 87 83 80

4 北里

5 本庄

6 光ヶ丘

3 米野

児童クラブ名

1 桃ヶ丘

2 一色
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令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

１年生 21 21 20 19 18

２年生 18 18 17 16 16

３年生 20 20 19 18 17

４年生 17 17 16 15 15

５年生 13 13 12 12 11

６年生 3 3 4 4 3

合　計 92 92 88 84 80

１年生 33 32 31 30 29

２年生 34 33 32 31 30

３年生 32 31 30 29 28

４年生 18 18 17 16 16

５年生 15 15 14 14 13

６年生 5 5 5 6 4

合　計 137 134 129 126 120

１年生 58 56 55 53 49

２年生 52 50 49 47 44

３年生 43 41 41 39 37

４年生 18 18 17 16 16

５年生 17 17 16 15 15

６年生 0 0 0 0 0

合　計 188 182 178 170 161

１年生 46 44 44 42 39

２年生 26 26 25 24 23

３年生 23 23 22 21 20

４年生 20 20 19 18 17

５年生 7 7 7 6 6

６年生 5 5 5 6 4

合　計 127 125 122 117 109

１年生 23 23 22 21 20

２年生 19 19 18 17 17

３年生 18 18 17 16 16

４年生 14 14 13 13 12

５年生 3 3 4 4 3

６年生 7 7 7 6 6

合　計 84 84 81 77 74

１年生 17 17 16 15 15

２年生 20 20 19 18 17

３年生 19 19 18 17 17

４年生 17 17 16 15 15

５年生 15 15 14 14 13

６年生 4 4 4 5 3

合　計 92 92 87 84 80

10 小牧原

11 小木

12 村中

9 味岡

児童クラブ名

7 篠岡

8 小牧
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令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

１年生 50 48 47 45 42

２年生 40 39 38 36 35

３年生 33 32 31 30 29

４年生 34 33 32 31 30

５年生 10 10 9 9 9

６年生 6 6 6 6 5

合　計 173 168 163 157 150

１年生 19 19 18 17 17

２年生 16 16 15 15 14

３年生 21 21 20 19 18

４年生 11 11 10 10 10

５年生 7 7 7 6 6

６年生 5 5 5 5 4

合　計 79 79 75 72 69

１年生 15 15 14 14 13

２年生 10 10 9 9 9

３年生 18 18 17 16 16

４年生 13 13 12 12 11

５年生 7 7 7 6 6

６年生 0 0 0 0 0

合　計 63 63 59 57 55

１年生 17 17 16 15 15

２年生 17 17 16 15 15

３年生 16 16 15 15 14

４年生 13 13 12 12 11

５年生 11 11 10 10 10

６年生 0 0 0 0 0

合　計 74 74 69 67 65

児童クラブ名

13 小牧南

14 三ッ渕

15 陶

16 大城
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実績 単位（人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

１年生 26 31 24 21

２年生 30 24 24 25

３年生 21 21 21 26

４年生 13 14 17 20

５年生 2 5 8 14

６年生 1 0 3 4

合　計 93 95 97 110 0

１年生 33 46 28 39

２年生 26 31 37 21

３年生 22 18 24 34

４年生 11 23 12 20

５年生 16 5 14 6

６年生 9 7 3 8

合　計 117 130 118 128 0

１年生 60 59 49 45

２年生 38 48 49 47

３年生 41 38 43 44

４年生 22 27 28 25

５年生 12 13 18 11

６年生 11 3 2 5

合　計 184 188 189 177 0

１年生 41 25 23 28

２年生 17 37 26 21

３年生 23 14 31 23

４年生 19 17 12 18

５年生 6 12 9 6

６年生 1 0 7 0

合　計 107 105 108 96 0

１年生 37 42 37 45

２年生 32 41 42 36

３年生 35 29 36 31

４年生 25 27 26 26

５年生 14 13 17 17

６年生 9 4 6 6

合　計 152 156 164 161 0

１年生 18 25 17 25

２年生 23 20 23 15

３年生 22 18 15 19

４年生 7 14 16 15

５年生 10 4 12 7

６年生 5 8 4 7

合　計 85 89 87 88 0

3 米野

4 北里

5 本庄

6 光ヶ丘

2 一色

児童クラブ名

1 桃ヶ丘
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令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

１年生 17 22 12 14

２年生 23 15 24 9

３年生 18 21 14 22

４年生 16 12 16 10

５年生 6 11 7 12

６年生 6 2 6 2

合　計 86 83 79 69 0

１年生 46 39 41 49

２年生 34 40 38 40

３年生 36 29 32 30

４年生 22 24 26 21

５年生 8 14 15 15

６年生 8 4 4 8

合　計 154 150 156 163 0

１年生 59 64 47 67

２年生 56 51 56 42

３年生 42 47 46 43

４年生 35 32 27 33

５年生 4 8 11 12

６年生 0 0 0 5

合　計 196 202 187 202 0

１年生 33 35 46 34

２年生 37 35 28 40

３年生 17 28 23 19

４年生 14 7 15 22

５年生 7 6 7 1

６年生 2 3 0 3

合　計 110 114 119 119 0

１年生 19 17 28 26

２年生 20 17 16 27

３年生 18 17 15 13

４年生 14 12 17 12

５年生 6 5 5 6

６年生 1 2 4 3

合　計 78 70 85 87 0

１年生 18 20 16 23

２年生 13 18 19 15

３年生 17 12 10 17

４年生 14 14 10 9

５年生 8 6 10 5

６年生 6 2 3 2

合　計 76 72 68 71 0

9 味岡

10 小牧原

11 小木

12 村中

8 小牧

児童クラブ名

7 篠岡
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令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

１年生 63 58 45 48

２年生 50 49 54 42

３年生 36 41 49 50

４年生 24 23 27 36

５年生 26 11 15 20

６年生 4 9 9 6

合　計 203 191 199 202 0

１年生 18 23 17 13

２年生 16 18 20 16

３年生 11 11 18 16

４年生 14 9 11 12

５年生 11 8 8 9

６年生 3 2 7 5

合　計 73 71 81 71 0

１年生 14 13 11 12

２年生 15 13 15 9

３年生 13 11 14 12

４年生 16 7 7 8

５年生 10 14 11 2

６年生 4 7 11 4

合　計 72 65 69 47 0

１年生 22 19 28 19

２年生 15 19 20 24

３年生 16 9 15 18

４年生 10 6 8 10

５年生 9 4 6 5

６年生 5 2 1 3

合　計 77 59 78 79 0

備考（課題･問題点等）

こども･子育て会議での意見

15 陶

16 大城

確保の内容（提供体制）

14 三ッ渕

児童クラブ名

13 小牧南
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（２）時間外保育事業の見込みと確保の方策

事業名

事業内容

見込み 単位（人）

全体 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①量の見込み 348 360 373 386 400

②確保の内容 360 360 400 400 400

②－① 12 0 27 14 0

実績 単位（人）

全体 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①実績 213 267 301 295

②確保の内容 360 360 400 400

②－① 147 93 99 105 0

４ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保

時間外保育事業 提供区域 市全域

●保育時間が11時間を超える保育ニーズに対応したサービスを提供する事業

確保の内容（提供体制） 私立保育園７園、公立保育園３園（大山、小木、大城）で確保

備考（課題･問題点等） 需要に対応するための人材確保等が課題

こども･子育て会議での意見
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（３）子育て短期支援事業（ショートステイ）の見込みと確保の方策

事業名

見込み 単位（人日）

全体 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①量の見込み 10 10 10 10 10

②確保の内容 21 21 21 21 21

②－① 11 11 11 11 11

※単位（人日は年間延べ人数

実績 単位（人日）

全体 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①実績 6 7 4 30

②確保の内容 21 21 21 30

②－① 15 14 17 0 0

※単位（人日は年間延べ人数

４ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保

子育て短期支援事業
（ショートステイ）

提供区域 市全域

事業内容

●保護者が疾病、出産、育児不安等で家庭による養育が一時的に困難になった場合、１
週間以内（宿泊を伴う）を原則として児童養護施設等で子どもを預かる事業

●竜陽園・赤ちゃんの家さくらんぼ（2歳まで）、溢愛館・子どもの家ともいき・照光愛育園
（2歳以上）の合計５か所で実施

確保の内容（提供体制）
5施設と契約を締結しているが、利用者と施設の都合がつかない場合があ
る。

備考（課題･問題点等）

こども・子育て会議での意見
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（４）地域子育て支援拠点事業の見込みと確保の方策

事業名

見込み 単位（人回）

全体 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①量の見込み 193,042 188,498 187,335 184,955 184,711

②確保の内容 220,000 220,000 220,000 220,000 220,000

②－① 26,958 31,502 32,665 35,045 35,289

※単位（人回）は年間延べ利用回数

実績 単位（人回）

全体 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①実績 56,355 56,591 80,374 100,756

②確保の内容 220,000 220,000 220,000 220,000

②－① 163,645 163,409 139,626 119,244 0

※単位（人回）は年間延べ利用回数

４ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保

地域子育て支援拠点事業 提供区域 市全域

事業内容

●乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提供、助言その他の
援助を行う事業

●子育て世代包括支援センター、児童館（７館）の子育て支援室で実施

確保の内容（提供体制）

備考（課題･問題点等）

こども・子育て会議での意見
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（５）一時預かり事業の見込みと確保の方策

事業名

見込み 単位（人日）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

52,542 51,185 49,828 48,471 47,114

58,600 58,600 58,600 58,600 58,600

6,058 7,415 8,772 10,129 11,486

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

4,562 4,724 4,624 4,789 4,789

4,644 4,902 5,203 5,203 5,203

82 178 579 414 414

※単位（人日）は年間延べ人数

実績 単位（人日）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

52,564 50,806 50,609 49,043

1号・新1号 13,238 11,693 10,183 10,924

新2号 38,329 39,113 40,426 38,119

新3号 997 0 0 0

58,600 58,600 58,600 58,600

6,036 7,794 7,991 9,557 0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

3,369 3,442 2,654 3,398

4,644 4,902 5,203 5,203

1,275 1,460 2,549 1,805 0

※単位（人日）は年間延べ人数

４ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保

一時預かり事業 提供区域 市全域

事業概要

●幼稚園型一時預かり事業（預かり保育）
幼稚園、認定こども園（１号認定）に通う在園児のうち希望者を対象に、教育時間終了後や
長期休業中に幼稚園、認定こども園で預かり保育を実施する事業

●一般型一時預かり事業（一時保育）
保護者の就労や病気等の理由で、一時的または断続的に家庭での保育が困難な未就園児
を対象に、保育園で一時保育を実施する事業

幼稚園型（在園児）

①量の見込み

②確保の内容

②－①

一般型（在園児以外）

①量の見込み

確保の内容（提供体制）

②確保の内容

②－①

幼稚園型（在園児）

①実績

内訳

②確保の内容

②－①

一般型（在園児以外）

①実績

②確保の内容

②－①

幼稚園型一時預かり事業（預かり保育）については、私立幼稚園８園、第一幼稚園、認
定こども園２園にて実施
一般型一時預かり事業(一時保育）については、私立保育園７園で実施

備考（課題･問題点等） 需要に対応するための人材確保等が課題

こども・子育て会議での意見
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（６）病児保育事業の見込みと確保の方策

事業名

●病児対応型

見込み 単位（人日）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

2,990 2,945 2,959 2,953 2,972

5,040 5,040 5,040 5,040 5,040

2,050 2,095 2,081 2,087 2,068

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

1,851 1,665 1,539 1,536 1,431

3,120 3,120 3,120 3,120 3,120

1,269 1,455 1,581 1,584 1,689

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

1,139 1,280 1,420 1,417 1,541

1,920 1,920 1,920 1,920 1,920

781 640 500 503 379

※単位（人日）は年間延べ人数

実績 単位（人日）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

480 1,226 1,372 2,104

5,040 5,040 5,040 5,040

4,560 3,814 3,668 2,936 0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

176 524 554 742

3,120 3,120 3,120 3,120

2,944 2,596 2,566 2,378 0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

304 702 818 1,362

1,920 1,920 1,920 1,920

1,616 1,218 1,102 558 0

※単位（人日）は年間延べ人数

４ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保

病児保育事業 提供区域 市全域

事業概要

●子どもが病気で、かつ保護者が家庭で保育を行うことが困難な場合に、専用施設で
一時的に子どもを預かる事業、また、保育中の体調不良児を一時的に預かるほか、保
育所入所児に対する保健的な対応を行う事業

●病児保育を2か所、体調不良児対応型を4か所で実施

＜全体＞

①量の見込み

②確保の内容

②－①

＜病児・病後児対応型＞

①量の見込み

②確保の内容

②－①

＜体調不良児対応型＞

①量の見込み

②確保の内容

②－①

＜全体＞

①実績

②確保の内容

②－①

＜病児・病後児対応型＞

①実績

②確保の内容

②－①

＜体調不良児対応型＞

①実績

②確保の内容

②－①
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確保の内容（提供体制）

病児・病後児対応型については、下記の２施設で実施
・はやしこどもクリニック(ポケットクラブ）
・小木こどもファミリークリニック（ゆうかり）
体調不良児対応型については、私立保育園４園(レイモンド小牧・みなみ・味
岡・篠岡）で看護師を配置し、実施

備考（課題･問題点等）
需要に対応するための人材確保に加え、病児保育を実施できる新たな医療機関
の確保等が大きな課題

こども・子育て会議での意見
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（７）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）の見込みと確保の方策

事業内容

見込み 単位（人日）

全体 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①量の見込み 696 682 667 648 635

②確保の内容 696 682 667 648 635

②－① 0 0 0 0 0

※単位（人日は年間延べ人数）

実績 単位（人日）

全体 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①実績 246 561 523 523

②確保の内容 696 682 667 648

②－① 450 121 144 125 0

※単位（人日は年間延べ人数）

４ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保

事業名
子育て援助活動支援事業

提供区域 市全域
（ファミリー・サポート・センター事業）

●就学児童の放課後児童クラブへの送迎など、一時的に子どもを預かってほしい
会員の依頼に応じて、育児の手助けができる会員を紹介する事業

確保の内容（提供体制）

備考（課題･問題点等）

こども・子育て会議での意見
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（８）利用者支援事業の見込みと確保の方策

事業内容

見込み 単位（施設）

全体 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①量の見込み 1 1 1 1 1

②確保の内容 1 1 1 1 1

②－① 0 0 0 0 0

実績 単位（施設）

全体 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①実績 1 1 1 1

②確保の内容 1 1 1 1

②－① 0 0 0 0 0

４ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保

事業名 利用者支援事業 提供区域 市全域

こども・子育て会議での意見

●利用者が多様な子育て支援サービスの中から適切なものを選択
できるよう、教育・保育施設や地域の子育て支援のサービス利用に
関する情報提供を行うとともに、子育て家庭からの相談に応じ、助言
や関係機関との連絡調整等を実施する事業

確保の内容（提供体制）

備考（課題･問題点等）
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（９）乳児家庭全戸訪問事業の見込みと確保の方策

見込み 単位（人）

全体 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①量の見込み 1,031 1,014 994 973 951

②確保の内容 1,265 1,252 1,239 1,227 1,215

②－① 234 238 245 254 264

実績（人） 単位（人）

全体 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①実績 823 618 784 732

②確保の内容 988 1,042 978 913

②－① 165 424 194 181 0

４ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保

事業名

保健連絡員・保健連絡
員OBによる赤ちゃん
訪問（乳児家庭全戸訪
問事業）

提供区域 市全域

備考（課題･問題点等）

市内産婦人科での赤ちゃん訪問PRチラシの配布し、助産
師訪問でも周知を徹底した。今後も関係機関や訪問を受
ける親子に事業を認知・理解してもらいスムーズに訪問
事業へつながるよう事業PRに努めていく。

こども・子育て会議での意見

事業内容

●生後4か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、地域に自分
のことを知っている「頼れる近所のおばさん」がいることを親子に知っ
てもらう事業

●子育て支援に関する情報の提供や親子の心身の状況や育児状況
などに耳を傾け、必要に応じて専門的・継続的支援につなげる事業

確保の内容（提供体制）
確保の内容（赤ちゃん訪問打ち出し者数）の打ち出し期間
と訪問報告の期間にずれがある。また、訪問を希望しな
い家庭や連絡がとれず会えない家庭もある。
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（１０）養育支援訪問事業の見込みと確保の方策

事業内容

見込み 単位（世帯）

全体 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①量の見込み 599 662 733 811 897

②確保の内容 599 662 733 811 897

②－① 0 0 0 0 0

実績 単位（世帯）

全体 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

①実績 472 626 622 947

②確保の内容 720 720 720 1250

②－① 248 94 98 303 0

４ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保

事業名
助産師による妊婦・産
婦・新生児・乳児訪問
（養育支援訪問事業）

提供区域 市全域

こども・子育て会議での意見

●出産前後の不安の強い時期に必要に応じて訪問し、育児不安の
軽減を図る事業

確保の内容（提供体制）

備考（課題･問題点等）
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（１１）妊婦に対する健康診査（妊婦健康診査事業）の見込みと確保の方策

事業名

事業内容

見込み

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

対象人数（人） 1,460 1,436 1,407 1,377 1,348

健診回数（回） 17,711 16,911 16,148 15,419 14,723

対象人数（人） 1,460 1,436 1,407 1,377 1,348

健診回数（回） 17,711 16,911 16,148 15,419 14,723

対象人数（人） 0 0 0 0 0

健診回数（回） 0 0 0 0 0

実績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

対象人数（人） 1,159 1,113 1,051 1,070

健診回数（回） 13,311 13,516 12,906 11,906

対象人数（人） 1,500 1,300 1,250 1,250

健診回数（回） 22,500 19,500 18,825 18,950

対象人数（人） 341 187 199 180 0

健診回数（回） 9,189 5,984 5,919 7044 0

４ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保

妊婦に対する健康診査
（妊婦健康診査事業）

提供区域 市全域

●妊婦と胎児の健康の保持増進及び異常の早期発見により、適正な医
療や保健指導等につなげ、安全で安心な出産ができる環境を整え、より
よい育児のスタートが切れるよう、必要な回数の妊婦健康診査の受診を
促し、公費負担を行う事業

①量の見込み

②確保の内容

②－①

①実績

②確保の内容

②－①

確保の内容（提供体制）

備考（課題･問題点等）

こども・子育て会議での意見
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（１２）実費徴収に係る補足給付事業の見込みと確保の方策

見込み 単位（人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

370 370 370 370 370

370 370 370 370 370

0 0 0 0 0

実績 単位（人）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

2,075 2,575 2,364 2172

Ⓐ 23 23 13 18

Ⓑ 2,052 2,552 2,351 2154

2,075 2,575 2,364 2172

0 0 0 0 0

４ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保

事業名
実費徴収に係る補足給
付事業

提供区域 市全域

事業内容

●保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して
保護者が支払うべき日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購
入に必要な費用や行事への参加に要する費用（Ⓐ）、給食の副食費（新制度
未移行の幼稚園対象）等を助成する事業（Ⓑ）

①量の見込み

②確保の内容

②－①

①実績

こども・子育て会議での意見

内訳

②確保の内容

②－①

確保の内容（提供体制） 必要な予算を確保し、対象世帯へ助成

備考（課題･問題点等）
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